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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期
決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 186,346145,353164,733159,098174,252

経常利益 （百万円） 10,800 6,111 12,413 8,717 10,568

当期純利益 （百万円） 4,222 2,597 6,638 4,278 4,924

包括利益 （百万円） － － 4,624 3,914 14,422

純資産額 （百万円） 91,134 98,739 99,870100,215110,991

総資産額 （百万円） 122,206130,850134,917136,915152,381

１株当たり純資産額 （円） 1,182.771,277.491,303.301,311.891,437.99

１株当たり当期純利益金額 （円） 64.57 39.72 101.58 66.11 76.03

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（注２）
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 63.3 63.8 62.7 62.0 61.2

自己資本利益率 （％） 5.1 3.2 7.9 5.0 5.5

株価収益率 （倍） 13.0 38.4 14.1 20.4 20.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 18,614 13,969 18,872 11,006 16,134

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △11,933△5,735 △8,448△10,707△14,285

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △5,433 △5,170 △1,280 △4,090 △3,790

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 20,163 24,622 32,663 27,402 26,331

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

8,389

(5,534)

8,167

(4,279)

8,289

(5,303)

9,033

(6,034)

9,447

(6,004)

（注）１．売上高には消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期
決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 98,488 77,794 85,013 77,895 81,459

経常利益 （百万円） 1,593 1,536 5,015 3,030 5,259

当期純利益 （百万円） 353 1,059 4,018 3,003 4,177

資本金 （百万円） 3,694 3,694 3,694 3,694 3,694

発行済株式総数 （千株） 65,452 65,452 65,452 65,452 65,452

純資産額 （百万円） 56,602 58,319 60,153 61,900 65,407

総資産額 （百万円） 73,898 79,799 82,016 84,702 89,186

１株当たり純資産額 （円） 865.61 891.86 926.54 956.751,009.13

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)
（円）

30.00

(18.00)

14.00

(7.00)

24.00

(12.00)

24.00

(12.00)

36.00

(18.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 5.40 16.19 61.48 46.40 64.50

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（注２）
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 76.6 73.1 73.3 73.1 73.3

自己資本利益率 （％） 0.6 1.8 6.8 4.9 6.6

株価収益率 （倍） 155.9 94.3 23.3 29.1 24.0

配当性向 （％） 555.6 86.5 39.0 51.7 55.8

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

2,221

(451)

2,208

(92)

2,158

(110)

2,110

(153)

2,085

(158)

（注）１．売上高には消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
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２【沿革】
年月 事項

昭和28年10月自動車用ブレーキ部品の製造を目的として東京都中央区に日信工業株式会社を設立。工場を長野県

上田市上川原柳町に新設し、四輪車用のアルミ製ブレーキピストンの鋳造及び加工を開始。

昭和36年３月 本社を東京都中央区から現在の長野県上田市国分へ移転。工場を現在の長野県上田市国分に移転

（現上田工場）。

昭和38年７月 四輪車用ドラムブレーキのホイールシリンダーの組立を開始。

昭和43年10月英国LUCAS INDUSTRIES（現TRW）社とドラムブレーキに関しての技術提携を行い、四輪車用ドラム

ブレーキの生産を開始。

昭和45年８月 四輪車用ブレーキマスターシリンダー＆マスターパワーの生産を開始。

昭和46年９月 二輪車用マスターシリンダーの生産を開始。

昭和48年７月 タイにM.N.INDUSTRY CO., LTD.(平成12年７月に現NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.に合併)を

設立。

昭和49年12月二輪車用ディスクブレーキの生産を開始。

昭和53年５月 四輪車用ディスクブレーキの生産を開始。

昭和57年４月 四輪車用アンチロックブレーキシステムの生産を開始。

昭和60年７月 長野県小県郡東部町（現東御市）に四輪車用ブレーキの主力工場として東部工場を新設。

昭和61年７月 栃木県塩谷郡高根沢町に栃木技術センター（現栃木開発センター）を開設。

昭和62年11月インドネシアのP.T.CHEMCO HARAPAN NUSANTARA（現連結子会社）に資本参加。

昭和63年10月米国オハイオ州にFINDLEX CORP.（現NISSIN BRAKE OHIO, INC.、現連結子会社）を設立。

平成元年10月 株式会社日信室賀製作所及び直江津軽金属工業株式会社を吸収合併し、それぞれ室賀工場及び直江

津工場とする。

平成２年１月 タイにNISSIN BRAKE SYSTEM CO., LTD.（平成12年７月に現NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.

に合併）を設立。

平成７年５月 フィリピンにNISSIN BRAKE PHILIPPINES CORP.（現連結子会社）を設立。

平成７年12月 中国山東省に山東日信工業有限公司（現連結子会社）を設立。

平成８年10月 品質保証に関する国際標準規格「ISO9001」の認証を取得。

ベトナムにNISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.（現連結子会社）を設立。

平成９年４月 ブラジルにNISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.（現連結子会社）を設立。

平成９年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成10年５月 FINDLEX CORP.が品質保証に関する規格「QS9000」の認証を取得。

平成10年８月 環境に関する国際標準規格「ISO14001」の認証を取得。

平成10年11月長野県小県郡東部町（現東御市）に開発センター（現長野開発センター）を新設。

平成11年３月 英国のSHOWA UK LTD.に資本参加し、NISSIN SHOWA UK LTD.に社名変更。

NISSIN BRAKE SYSTEM CO., LTD.（現NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.）が「ISO9002」の認証

を取得。

平成11年12月FINDLEX CORP.が「ISO14001」の認証を取得。

NISSIN BRAKE SYSTEM CO., LTD.（現NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.）が「QS9000」の認証

を取得。

平成12年１月 栃木県那須郡南那須町（現那須烏山市）に「栃木センター・プルービング」（テストコース）を

新設。

平成12年３月 NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.が「ISO9002」の認証を取得。

平成12年６月 東京都八王子市の日本ブレーキ工業株式会社に資本参加。

平成12年７月 タイの関連３社（M.N.INDUSTRY CO., LTD.、NISSIN BRAKE SYSTEM CO., LTD.、KWANG KIJ

INDUSTRY CO., LTD.）が合併し、同時に社名をNISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.（現連結子会

社）に変更。

平成12年10月米国ジョージア州にFINDLEX GEORGIA CORP.（現NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.、現連結子会社）を

設立。

平成14年３月 東京証券取引所市場第一部に指定。
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年月 事項

平成14年５月 スペインにNISSIN R&D EUROPE S.L.U.（現連結子会社）を設立。

平成14年10月株式会社日信傍陽製作所は株式会社日信青木製作所を吸収合併し、社名を株式会社NISSIN APS（現

連結子会社）に変更。

平成14年12月中国広東省に中山日信工業有限公司（現連結子会社）を設立。

平成16年２月 タイにNISSIN R&D ASIA CO., LTD.を設立。

平成16年５月 新潟県聖籠町の株式会社イシイコーポレーション(現連結子会社)に資本参加。

平成17年９月 長野県佐久市の吉田工業株式会社の増資引き受け。

平成18年12月ベトナムに株式会社タンガロイと合弁でTUNGALOY FRICTION MATERIAL VIETNAM LTD.を設立。

平成19年１月 インドにNISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.(現連結子会社)を設立。

平成20年10月NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.のサンパウロ工場が操業開始。

平成22年３月 室賀工場から直江津工場へ四輪車用部品の生産を移管。

平成22年10月中国広東省に中山日信工業有限公司　広州分公司を設立。

平成24年１月 インドネシアにALCARグループとの合弁でP.T.ALCAR CHEMCO INDONESIA を設立。

平成24年２月 日本ブレーキ工業株式会社の株式を譲渡。

平成24年11月メキシコにNISSIN BRAKE DE MEXICO,S.A. DE C.V. を設立。

平成25年３月 NISSIN SHOWA UK LTD.の株式を譲渡。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社16社（うち非連結子会社２社）及び関連会社４社で構成され、その主な事業は、自動

車用ブレーキシステム及び部品の製造・販売です。

当社グループにおける製品区分別の主要製品、セグメント及び主な生産会社は次のとおりです。

なお、このセグメントは「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる報告セグメ

ントの区分と同一です。

区分　 主要製品 セグメント 主な生産会社

　　

　

自

　
　
動

　
　
車

　
　
用

　
　
部

　
　
品

　
　
事

　
　
業

　

　

四　

　
　
輪

　
　
車

　
　
用

　
　
部

　
　
品　　

・ビークル スタビリティ アシスト

（ＶＳＡ）

・アンチロックブレーキシステム

（ＡＢＳ）

・回生協調ブレーキシステム

・ディスクブレーキ

・ドラムブレーキ

・マスターシリンダー＆マスターパワー

・クラッチマスターシリンダー

・ヒルホールドバルブ

・エンジンマウントブラケット

・アルミナックル

・リアトーコントロール（ＲＴＣ）

・エレクトロニックパーキングブレーキ

（ＥＰＢ）

日本

・当社

・㈱NISSIN APS（子会社）

・アケハイ工業㈱（子会社）

・吉田工業㈱（関連会社）

北米
・NISSIN BRAKE OHIO, INC.（子会社）

・NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.（子会社）

アジア

・NISSIN BRAKE(THAILAND) CO., LTD.（子会社）

・P.T.CHEMCO HARAPAN NUSANTARA（子会社）

・中山日信工業有限公司（子会社）

・NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.（子会社）

・NISSIN BRAKE PHILIPPINES CORP.（子会社）

・NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.（子会社）

南米・欧州 ・NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.（子会社）

　

二
　
輪
　
車
　
用
　
部
　
品

　

・アンチロックブレーキシステム

（ＡＢＳ）

・ディスクブレーキ

・ドラムブレーキ

・前後輪連動ブレーキ

・ブレーキマスターシリンダー

・クラッチマスターシリンダー

・アルミナックル

日本 ・当社

北米
・NISSIN BRAKE OHIO, INC.（子会社）

・NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.（子会社）

アジア

・NISSIN BRAKE(THAILAND) CO., LTD.（子会社）

・P.T.CHEMCO HARAPAN NUSANTARA（子会社）

・山東日信工業有限公司（子会社）

・NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.（子会社）

・NISSIN BRAKE PHILIPPINES CORP.（子会社）

・NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.（子会社）

南米・欧州 ・NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.（子会社）

そ
　
の
　
他

　 ・切削工具 日本 ・㈱イシイコーポレーション(子会社)
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当社グループの事業の系統図は次のとおりです。

（注）１．※１.　連結子会社

※２.　関連会社で持分法適用会社

※３.　その他の関係会社

２．NISSIN BRAKE REALTY PHILIPPINES CORP.は、NISSIN BRAKE PHILIPPINES CORP.の土地保有目的会社です。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

（連結子会社）         

㈱NISSIN APS
長野県

上田市

百万円

25

自動車部

品の製造

・販売

100.0有 なし 部品仕入 なし

アケハイ工業㈱
長野県

佐久市

百万円

50

自動車部

品の製造

・販売

98.6 有 なし 部品仕入
当社が建

物を賃借

㈱イシイコーポレー

ション

新潟県

聖籠町

百万円

20

切削工具

の製造・

販売

90.0 有 なし
切削工具

購入
なし

NISSIN BRAKE

OHIO, INC.

（注）１,５

米国

オハイオ州

百万米ドル

27

自動車部

品の製造

・販売

74.1 有
百万円

1,411

製品販売

部品仕入
なし

NISSIN BRAKE

GEORGIA, INC.

（注）１,２

米国

ジョージア

州

百万米ドル

11

自動車部

品の製造

・販売

100.0

(26.7)
有 なし

製品販売

部品仕入
なし

NISSIN BRAKE

(THAILAND) CO.,LTD.

（注）１,６

タイ

ナコンラ

チャシマ県

百万タイバーツ

146

自動車部

品の製造

・販売

51.0 有 なし
製品販売

部品仕入
なし

P.T.CHEMCO 

HARAPAN NUSANTARA

（注）１,３

インドネシ

ア

チカラン郡

億インドネシア

ルピア

957

自動車部

品の製造

・販売

40.0 有 なし
製品販売

部品仕入
なし

山東日信工業

有限公司

（注）１

中国

山東省

百万人民元

64

自動車部

品の製造

・販売

95.3 有
百万円

110

製品販売

部品仕入

委託加工

なし

中山日信工業

有限公司

（注）１,７

中国

広東省

百万人民元

169

自動車部

品の製造

・販売

100.0有 なし
製品販売

部品仕入
なし

NISSIN BRAKE 

VIETNAM CO.,LTD.

（注）１,２

ベトナム

ビンフック

省

億ベトナム

ドン

556

自動車部

品の製造

・販売

100.0

(25.0)
有 なし

製品販売

部品仕入

委託加工

なし

NISSIN BRAKE

PHILIPPINES CORP.

フィリピン

バタンガス

州

百万フィリピン

ペソ

65

自動車部

品の製造

・販売

100.0有 なし
製品販売

部品仕入
なし

NISSIN BRAKE

INDIA PRIVATE LTD.

（注）１

インド

ラジャスタ

ン州

百万インド

ルピー

1,526

自動車部

品の製造

・販売

100.0有 なし 製品販売 なし

NISSIN BRAKE DO

BRASIL LTDA.

（注）１

ブラジル

アマゾナス

州

百万ブラジル

レアル

36

自動車部

品の製造

・販売

100.0有 なし 製品販売 なし

NISSIN R&D

EUROPE S.L.U.

スペイン

カタルー

ニャ州

千ユーロ

50

自動車部

品の販売
100.0有 なし 製品販売

当社が建

物を賃借
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名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

（持分法適用関連会社)        

吉田工業㈱
長野県

佐久市

百万円

56

自動車部

品の製造

・販売

30.0 有 なし 部品仕入
当社は機

械を賃貸

TUNGALOY FRICTION

MATERIAL VIETNAM

LTD.

ベトナム

ビンフック

省

億ベトナムドン

537

自動車部

品の製造

・販売

49.0 有 なし なし なし

NISSIN BRAKE

REALTY PHILIPPINES

CORP.

フィリピン

ビニャンラ

グナ州

百万フィリピン

ペソ

5

土地の賃

貸
39.9 有 なし なし なし

P.T.ALCAR CHEMCO

INDONESIA

インドネシ

ア

カラワン県

百万米ドル

20

自動車部

品の製造

・販売

49.0

(49.0)
有 なし なし なし

(その他の関係会社)        

本田技研工業㈱

（注）４

東京都

港区

百万円

86,067

自動車等

の製造・

販売

被所有

35.0
なし なし

製品販売

部品仕入
なし

（注）１．特定子会社に該当しています。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数です。

３．持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものです。

４．有価証券報告書提出関係会社です。

５．NISSIN BRAKE OHIO, INC．については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えています。

主要な損益情報等 (1）売上高 37,529百万円

　 (2）経常利益 471百万円

　 (3）当期純利益 396百万円

　 (4）純資産額 8,976百万円

　 (5）総資産額 19,056百万円

６．NISSIN BRAKE (THAILAND) CO., LTD.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売

上高に占める割合が10％を超えています。

主要な損益情報等 (1）売上高 20,313百万円

　 (2）経常利益 1,555百万円

　 (3）当期純利益 1,334百万円

　 (4）純資産額 11,003百万円

　 (5）総資産額 15,460百万円

７．中山日信工業有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えています。

主要な損益情報等 (1）売上高 21,287百万円

　 (2）経常利益 1,390百万円

　 (3）当期純利益 1,047百万円

　 (4）純資産額 8,607百万円

　 (5）総資産額 12,644百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

日本 2,356   （219）

北米 966   （315）

アジア 5,316 （5,442）

南米・欧州 809    （28）

合計 9,447 （6,004）

（注）　　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでいます。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間従業員、人材会社からの派遣社員等で

す。）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しています。

 

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

日本 2,085  (158) 38.7 14.9 5,413,580

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでいます。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー、期間従業員、人材会社からの派遣社員等です。）は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しています。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

(3）労働組合の状況

提出会社、連結子会社ともに、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。

提出会社の状況

名称 日信工業労働組合

組合員数 1,884人（平成25年３月31日現在）

上部団体
全国本田労働組合連合会を通じて、全日本自動

車産業労働組合総連合会に加盟しています。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度の経営成績は、日本では、震災及びタイの洪水影響による落ち込みからの反動増はあったもの

の、エコカー補助金打切りの影響や四輪車用製品の構成変化等から、売上面では前年度に比べ減収となりました。

一方、利益面では、品質関連費用の増加はあったものの、北米、アセアン地域への輸出増加や原価低減効果等によ

り、前年度に比べ大幅増益となりました。北米地域では、震災及びタイの洪水影響による落ち込みからの反動増に

加え、緩やかな景気回復下での買換え需要の回復等もあり、前年度に比べ大幅増収、増益となりました。アジア地域

では、売上面で、インドネシア二輪車市場の減速や為替の円高影響はあったものの、中国・タイでの震災・洪水影

響による落ち込みからの反動増と中国の不買運動影響を上回る新規受注効果等を受けた四輪車需要の増加により

前年度に比べ増収となりました。一方、利益面では、インドネシアでの二輪車用製品の減収、減価償却費の増加及び

為替影響等により前年度に比べ減益となりました。また、南米・欧州地域では景気の減速と円高影響を大きく受

け、前年度に比べ大幅減収、減益となりました。

その結果全体では、売上高174,252百万円（前連結会計年度比9.5％増）、営業利益8,762百万円（同7.5％減）と

前年度に比べ増収、減益となりました。

なお、セグメントごとの業績は以下のとおりです。

①日本 （売上）

　

　震災及びタイの洪水影響による落ち込みからの反動増はあったものの、エコカー補助金打切り影

響及び四輪車用製品の構成変化などにより、44,481百万円と前年度に比べ1.7％の減収となりまし

た。　

　 （営業利益）

　
　北米、アセアン地域への輸出増加及び原価低減効果などにより、2,200百万円と前年度に比べ

1,806百万円の大幅増益となりました。　

②北米 （売上）

　
　四輪車市場の好調、震災・タイの洪水影響からの反動増及び円安による為替影響により、44,746

百万円と前年度に比べ37.0％の大幅増収となりました。　　

　 （営業利益）

　
　生産の急回復に伴う一時的な原価上昇はあったものの、四輪車用製品の増収効果により、773百万

円と前年度に比べ521百万円の大幅増益となりました。　

③アジア （売上）

　

　インドネシア二輪車市場の減速及び円高による為替影響はあったものの、中国・タイでの震災・

洪水影響による落ち込みからの反動増と中国の不買運動影響を上回る新規受注により、71,018百

万円と前年度に比べ9.1％の増収となりました。　

　 （営業利益）

　
  四輪車用製品の増収効果はあったものの、インドネシア二輪車用製品の減収、減価償却費増及び

為替影響により、6,553百万円と前年度に比べ674百万円の減益となりました。　

④南米・欧州 （売上）

　

　ブラジル四輪車市場の拡大及び欧州二輪車向けの新規受注はあったものの、ブラジル二輪車市場

の低迷及び円高による為替影響により、14,007百万円と前年度に比べ13.2％の大幅減収となりま

した。　

　 （営業利益）

　
　ブラジル二輪車用製品の減収、原価上昇及び為替影響により、96百万円の損失と前年度に比べ

1,442百万円の大幅減益となりました。
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売上高

（百万円）

前連結会計年度比

増減額（百万円）

前連結会計年度比

増減率（％）

日本 44,481 △747 △1.7

北米 44,746 12,078 37.0

アジア 71,018 5,945 9.1

南米・欧州 14,007 △2,122 △13.2

　合計 174,252 15,154 9.5

  

 
営業利益

（百万円）

前連結会計年度比

増減額（百万円）

前連結会計年度比

増減率（％）

日本 2,200 1,806 459.2

北米 773 521 207.4

アジア 6,553 △674 △9.3

南米・欧州 △96 △1,442 －

消去又は全社 △668 △925 －

　合計 8,762 △713 △7.5

　

 (2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益等による資

金の増加の一方、設備投資による資金の減少により、前連結会計年度末比1,072百万円減少し、当連結会計年度末

には26,331百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、16,134百万円（前年度は11,006百万円の収入）となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益及び減価償却費によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、14,285百万円（前年度は10,707百万円の支出）となりました。これは主に設備

投資によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、3,790百万円（前年度は4,090百万円の支出）となりました。これは主に配当金

の支払いによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 44,044 97.0

北米（百万円） 44,949 137.7

アジア（百万円） 70,947 108.9

南米・欧州（百万円） 14,011 88.7

合計（百万円） 173,952 109.4

　（注）１．金額は販売価格によっています。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

日本 43,458 94.0 3,661 78.2

北米 46,177 137.5 5,014 139.9

アジア 73,264 113.7 7,321 144.3

南米・欧州 13,866 87.3 1,126 88.8

合計 176,765 110.4 17,123 117.2

　（注）１．金額は販売価格によっています。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

　(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 44,481 98.3

北米（百万円） 44,746 137.0

アジア（百万円） 71,018 109.1

南米・欧州（百万円） 14,007 86.8

合計（百万円） 174,252 109.5

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

　　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

本田技研工業株式会社 31,432 19.8 28,481 16.3

３．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

中長期的な経営目標を達成すべく、当面の主な課題として次の項目を設定しています。 

①「環境」「安全」に向け、市場ニーズを先取りした素材の開発と次世代商品の創出 

②　提案力強化による総合システムメーカーとしての地位確立

③　成長市場でのビジネス拡大 

－低価格車向け廉価商品の開発と販売力強化 

④ 「製品仕様」「物造り」革新と生産・調達のグローバル化によるコスト競争力の強化

－業務プロセスの革新

－生産・物流の最適化

－為替タフネスの強化

⑤　環境マネジメントへの積極的な取り組み

⑥　将来の成長を担い、グローバル競争を勝ち抜く人材の育成　

　

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、次のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

(1）市場環境の変化

　当社グループは、グローバルな規模で自動車用製品の製造、販売事業を展開しています。これらの市場におけ

る経済の動向は、当社グループの生産、販売量の変動につながり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

(2）得意先に関する影響

　当社グループの業績は、特定の主要な得意先向が相当の割合を占めています。このため、それら得意先の需要

変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）為替変動

　当社グループは、グローバルな規模で事業展開を行っています。このため、世界各国の為替レートの変動は、当

社グループの事業、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4）原材料市況の変動

　当社グループの製品は、そのコストの多くを原材料費が占めており、それらの原材料市況の変動は、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）品質

　当社グループは、グローバルな規模での品質保証体制を構築し、品質の保持、向上に努めています。しかしなが

ら、製造工程等での、予期せぬ品質不具合の発生が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6）環境およびその他の規制

　排出ガス、燃費、騒音、安全性および製造工場からの汚染排出レベルに関して、自動車業界は広範囲に規制され

ており、これらの規制は強化される傾向にあります。これらの規制を遵守するための費用は、当社グループの事

業活動に対して影響を及ぼす可能性があります。

(7）知的財産

　当社グループは、自社が製造する製品に関する多数の特許および商標を保有し、もしくはその権利を取得して

います。このような知的財産権が違法に侵害されることにより、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能

性があります。

(8）自然災害・戦争・テロ・ストライキ等の発生

　当社グループは、グローバルな規模で事業展開を行っています。このため、自然災害・戦争・テロ・ストライ

キ・パンデミック等の事象が発生した場合、製品の生産、販売および物流サービス等に遅延や停止が生じる可

能性があります。これらの遅延、停止は、当社グループの事業、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当社グループは、常に世界の変化に先がけて、お客様と社会のニーズに応え、環境と安全に貢献する商品群を創出

すべく研究開発活動を行っています。

日本においては、二輪・四輪車用を主に、基本ブレーキシステム、メカトロ系自動制御システム及びアルミ製品を

軸として、軽量化、燃費向上、安全・快適性向上に貢献する商品開発、材料開発、製造工法開発等をグローバル視野に

立って推進しています。また、低炭素社会実現へのニーズに応えるべく、ＣＯ２排出量低減に貢献できる商品開発、

材料開発、製造工法開発等も推進しています。

これらをスピードを上げて推進すべく研究開発投資と開発体制の充実をはかっています。具体的には、コン

ピューターを用いた評価として、ＣＡＥ解析（強度、挙動確認、鋳造欠陥、ブレーキ鳴き等）、シミュレーション技術

（ＨＩＬＳによるＡＢＳ、ＶＳＡのプログラム診断）を用いた開発取組みを進めています。

北米においては、その地域のお客様と社会のニーズに合わせた、基本ブレーキシステム、メカトロ系自動制御シス

テム及びアルミ製品の開発を行っています。また、社会へ貢献すべき、ニーズの動向及び発掘のための市場調査を

行っています。

当社グループの研究開発は主として当社の開発部門において推進されています。当連結会計年度の研究開発費

は、6,853百万円であり、セグメントごとの金額は、日本6,433百万円、北米420百万円です。

当連結会計年度における主な研究開発の成果は次のとおりです。

(1）四輪車用部品

（メカトロ系自動制御システム開発）

安心・安全に寄与する小型、軽量ＶＳＡが４機種に採用されています。

最新モデルは、米国法規で装着義務となっているタイヤの空気圧低下警報機能をＶＳＡに組み込む事により、従

来方式（ホイールにセンサーを内蔵）に対して低価格で提供出来る様になりました。

今迄の電気自動車・ハイブリッド車用の回生協調ブレーキシステムをより進化させた電動サーボタイプの回

生協調ブレーキシステムが２機種に採用されています。従来品に比べて、回生できる電気エネルギー量が飛躍的

に向上しました。

リアトー角を最適にコントロールすることにより、幅広いシーンで高い旋回性能と安定した制動を実現する世

界初のリア両輪独立制御型４ＷＳシステム用アクチュエーターが１機種に採用されています。これにより低速域

では車の大きさを感じさせない軽快な動き（旋回性能）を、高速域ではレーンチェンジでの応答性と収斂性の両

立及び高速直進ブレーキ時の安定性向上、限界域（車両不安定時）での安定性向上がはかられ意のままのハンド

リングが実現します。

（基本ブレーキシステム開発）

低燃費化の要望に応える為、ブレーキシステムの引きずりトルク低減とプランジャー型マスターシリンダーな

どの小型軽量タイプブレーキ製品の適用拡大、並びに各製品のコスト低減、現地生産化を推進しています。

前年度量産を開始した新設計低引きずりフロントディスクブレーキのシリーズ展開を行い、新サイズの量産を

開始し１機種に採用されています（北米拠点）。継続して、適用サイズの拡大と、生産拠点拡大を計画していま

す。

プランジャー型マスターシリンダーは、アメリカ、中国に続き、タイ、インド、ブラジル、インドネシア各拠点で

の立ち上げに向けた準備を推進中です。

新ビジネス商品として洗浄機能付車載バックモニターのノズル・ブラケットＡｓｓｙが２機種に採用され国

内で生産を開始しました。今後、適応車両の拡大並びに海外生産を計画しています。

（軽量化技術開発）

軽量化に寄与するアルミ鋳造製エンジンマウントブラケット類が６機種、アルミ鋳造製リアナックルが５機種

に採用されています。また軽自動車向けとして初となるアルミ鋳造製フロントナックルが２機種に採用されてい

ます。本製品は鋳鉄品に対して45％軽量化しています。
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(2）二輪車用部品

（メカトロ系自動制御システム開発）

安心・安全に寄与する二輪車用ＡＢＳが国内メーカー、海外メーカーの10機種に採用されています。二輪車用

ＡＢＳの普及拡大により安心・安全に貢献すべく、当社従来品比約50％軽量の世界最小・最軽量ＡＢＳの量産を

開始しました。　　

（基本ブレーキシステム開発）

電子制御式連動ブレーキシステムへの対応として開発した二輪車用プランジャー型マスターシリンダーが、２

機種に採用されています。加えて新たに３機種に採用が決定し量産準備をしています。

新規拡販活動の結果として、新機種、小型電気自動車、電動二輪車を含む国内メーカー、海外メーカーの11機種

に、当社のブレーキ製品が新たに採用され、量産を開始しています。

新興国でのビジネス拡大を目指し、インド、中国での現地生産率向上及び原価低減を推進し、その見通しが立ち

ました。

（二輪レース用ブレーキシステム開発）　

現在サポートしている、ロードレース世界選手権、スーパーバイク世界選手権、世界耐久選手権、全日本ロード

レース選手権に加え、アジア圏でのブランド訴求活動として、近年盛んになってきているインドネシアでのレー

ス（ＩＮＤＯＰＲＩＸ）へのサポートを開始しました。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成に当たりましては、一部見積り計算によっています。

　連結財務諸表に関して、認識している特に重要な見積りを伴う会計方針は、以下のとおりです。

（貸倒引当金）

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等について

は個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

（役員賞与引当金）

当社及び一部の連結子会社は、役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しています。

（製品保証引当金）

当社及び一部の連結子会社は、製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との部品取引基本契約書に基

づく特別の無償補修費用を個別に見積り算出した額を計上しています。

（退職給付引当金）

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費用

処理しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により按分した額を、その発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。　

（役員退職慰労引当金）

役員の退職により支給する退職慰労金に充当するため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

（繰延税金資産）

回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当金を控除し、純額を計上しています。なお、評

価性引当金は、将来の課税所得及びタックスプランニング等を勘案し算定しており、繰延税金資産の全部または

一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上して

います。

　

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

  当社グループの当連結会計年度の経営成績は、日本では、震災及びタイの洪水影響による落ち込みからの反動増

はあったものの、エコカー補助金打切りの影響や四輪車用製品の構成変化等から、売上面では前年度に比べ減収と

なりました。一方、利益面では、品質関連費用の増加はあったものの、北米、アセアン地域への輸出増加や原価低減効

果等により、前年度に比べ大幅増益となりました。北米地域では、震災及びタイの洪水影響による落ち込みからの反

動増に加え、緩やかな景気回復下での買換え需要の回復等もあり、前年度に比べ大幅増収、増益となりました。アジ

ア地域では、売上面で、インドネシア二輪車市場の減速や為替の円高影響はあったものの、中国・タイでの震災・洪

水影響による落ち込みからの反動増と中国の不買運動影響を上回る新規受注効果等を受けた四輪車需要の増加に

より前年度に比べ増収となりました。一方、利益面では、インドネシアでの二輪車用製品の減収、減価償却費の増加

及び為替影響等により前年度に比べ減益となりました。また、南米・欧州地域では景気の減速と円高影響を大きく

受け、前年度に比べ大幅減収、減益となりました。 

　 

(3）経営戦略の現状と見通し

当社グループは、長年にわたり強みとしているアルミ加工技術とブレーキ技術を活かし、社会の普遍的ニーズで

ある「環境」と「安心」の実現に向けて、全社一丸となって取り組むことを経営戦略の基本としています。そのた

めに、開発力と製造技術の強化とともに品質及び価格競争力の更なる向上を図り、世界中のお客様への高品質、廉価

な商品の提供に努めています。

　このような経営戦略のもと、まず、新製品の開発・量産につきましては、四輪車用製品では、北米で発売となりまし

たホンダの新型「アコード」にＶＳＡ（横滑り防止装置）を始めとしたブレーキ製品と、コア技術を活かしたアル

ミ製品が採用されました。さらにこの新型「アコード」にはＰＨＶ（プラグインハイブリッド）車の設定もあり、

減速時に加え、ブレーキを踏み始めてから停止するまでの減速エネルギーを効率よく蓄電し、燃費向上に役立つ回

生協調ブレーキも採用されました。また、スズキの低燃費車「アルトエコ」に軽自動車では初のアルミ製フロント

ナックルが採用されました。車の燃費向上には、軽量化が不可欠であり、燃費向上に大きく貢献しました。一方、二輪

車用製品では、カワサキのNinjaシリーズ「Ninja250」及び「Ninja300」にＡＢＳを始めとするブレーキ製品が採

用されました。二輪車専用に開発されたこのＡＢＳは、容積、重量とも当社従来品と比較し、約50％小型軽量化され

た、世界最小最軽量のＡＢＳです。また、ホンダの1800cc大型クルーザー「ゴールドウイング F6B」にデュアル・コ
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ンバインドＡＢＳを始めとしたブレーキシステムが採用となりました。

当面の世界経済は、総じて緩やかな回復傾向を続けるものと予想され、日本では円安進行や景気回復への期待感

も強まっています。但し、一方で米国、中国の景気動向には依然として不透明感もあり、今後の事業環境は、引き続き

予断を許さない状況が続くと見られます。このような中で、当社グループは成長市場に軸足をおいた現地調達、現地

生産を拡大するとともに、環境と安心をテーマとした小型化・軽量化商品、先進価値創造商品の開発、提供により、

世界各地域での販売拡大と一層の体質強化に取り組んでまいります。

 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動の結果得られた資金は、16,134百万円（前連結会計年度は11,006百万円の収

入）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益及び減価償却費によるものです。

　投資活動の結果減少した資金は、14,285百万円（前連結会計年度は10,707百万円の支出）となりました。これは主

に設備投資によるものです。 

　財務活動の結果減少した資金は、3,790百万円（前連結会計年度は4,090百万円の支出）となりました。これは主に

配当金の支払いによるものです。 

　

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

世界の経済情勢を展望しますと、米国経済は、底堅い個人消費や住宅市場の持ち直しを背景に回復基調を維持す

るものの、財政再建を巡る不透明感が景気の下押し要因となり、景気回復のペースは緩やかなものに留まると予想

されます。欧州では、南欧での政局不安、金融不安を受けた債務問題の再燃懸念、加盟各国の緊縮財政、雇用環境の悪

化等を背景に、景気の低迷は長期化するものと見られます。また、中国では、景気対策効果の顕在化による内需拡大

に加え、世界経済の回復にともなう輸出の増加傾向を受けて、景気は持ち直しの動きが続くものと見られます。アセ

アン地域では、好調な雇用環境を背景に、消費を中心として内需が堅調に推移する一方、輸出もアジア域内向けを起

点に持ち直しの動きが見られることから、景気は緩やかな回復傾向を維持するものと予想されます。また、インドで

は、昨年秋以降の経済改革を受け、景況感に回復の兆しは見られるものの、高止まりする期待インフレ率や政府の歳

出抑制から、景気回復のペースは緩慢なものに留まると予想されます。ブラジル経済は、所得増加ペースの鈍化か

ら、個人消費は伸び悩みが予想されるものの、輸出の回復とインフラ投資の本格化による内需拡大を背景に、景気は

緩やかな回復が続くものと見られます。一方、日本経済は、製造業の設備投資計画には未だ慎重な姿勢が見られるも

のの、緊急経済対策にともなう公共投資の拡大や、大幅な円安、株高を好感した消費者マインドの改善に加え、海外

経済の持ち直しを受けて輸出の回復も見込まれることから、今年度の成長率は顕著な改善が予想されます。

自動車市場は、米国では、景気の先行きに対する不透明感は残るものの、金融緩和による低金利環境と雇用の改善

を背景に、需要は引き続き堅調を維持するものと見られます。中国では、景気の持ち直しとともに市場全体では需要

の増加が予想されます。但し、日本車に関しては、昨年来の不買運動は徐々に沈静化するものの、引き続き、政治リス

クに起因する市場急変の懸念は残ると見られます。また、アセアン地域では、緩やかな景気回復を背景に市場は総じ

て底堅く推移すると見られますが、タイでは昨年の自動車税優遇措置の反動、インドネシアではローン規制の拡大

等の懸念材料もあり、需要の伸びは緩やかなものに留まると見られます。インドでは、根強いインフレ圧力下で景気

の減速が予想される中、需要は伸び悩みが続くものと予想されます。また、ブラジルでは、景気は緩やかに回復に向

かうと見られますが、自動車税減税効果が徐々に剥落する中、四輪車需要は伸び悩みが懸念され、二輪車需要は銀行

のローン審査厳格化等の影響から、前年比微増に留まるものと予想されます。一方、国内需要は、景気回復下で消費

者マインドの改善は続くものの、前年の震災による落ち込みからの反動やエコカー補助金等の押し上げ要因が剥落

することから、前年に比べ減少すると見られます。

このような経済情勢のもと、当社グループは成長市場に軸足をおいた現地調達、現地生産を拡大するとともに、環

境と安心をテーマとした小型化・軽量化商品、先進価値創造商品の開発、提供により、足元の競争力強化と将来の成

長基盤構築に努める方針です。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、中長期的に成長が期待できるセグメントを主体に、生産能力拡充、事業体質改革、研究開発及び

新機種立上げ等の投資を行っています。当連結会計年度の設備投資金額は11,431百万円であり、その内訳は、次のとお

りです。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

セグメントの名称 当連結会計年度 前年同期比

 日本  1,683百万円  110.0％ 

 北米  1,962  63.0　

　 アジア  7,541  134.5　

 南米・欧州  456  60.3 

 調整額  △210  －  

 合計  11,431 　 105.1 

　日本セグメントでは、生産能力拡充及び研究開発等の投資により、前年同期比で110.0％となっています。次に、北米

セグメントでは、新機種立上げ投資が前年度より減少したため、前年同期比 63.0％となっています。一方、アジアセグ

メントでは市場の拡大に対応して、引き続き生産能力拡充及び新機種立上げ等の投資により、前年同期比134.5％と

なっています。また、南米・欧州セグメントでは、生産能力拡充等の投資の減少により、前年同期比60.3％となってい

ます。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりです。

(1）提出会社

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員
数(人)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

その他 合計

上田工場

（長野県上田市）
日本 生産設備 668 2,016

654

(40,228)
－ 57 3,395

483

(23)

東部工場

（長野県東御市）
日本 生産設備 489 1,137

834

(50,001)
－ 70 2,530

361

(45)

直江津工場

（新潟県上越市）
日本 生産設備 785 1,089

564

(72,331)
－ 178 2,617

457

(58)

本社

（長野県上田市）
日本 管理施設等 43 3

－

(－)
14 86 146

127

(10)

長野開発センター

（長野県東御市）
日本 開発用設備 455 511

－

(－)
16 38 1,019

445

(11)

栃木開発センター

（栃木県那須烏山市）
日本 開発用設備 684 97

683

(157,960)
－ 49 1,512

212

(11)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれていません。

なお、金額には消費税等は含まれていません。

２．本社は上田工場と同一敷地内にあるため、その土地の帳簿価額及び敷地面積のみ、上田工場に含めて表示し

ています。

３．長野開発センターは東部工場と同一敷地内にあるため、その土地の帳簿価額及び敷地面積のみ、東部工場に

含めて表示しています。

４．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしています。
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(2）国内子会社

 平成25年３月31日現在

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員
数(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

その他 合計

㈱NISSIN APS
長野県

上田市
日本 生産設備 137 93

37

(11,879)
－ 3 271

86

(22)

アケハイ工業㈱
長野県

佐久市
日本 生産設備 70 130

24

(10,440)
－ 8 232

77

(19)

㈱イシイコーポレー

ション

新潟県

聖籠町
日本 生産設備 104 106

56

(10,693)
50 1 315

108

(20)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれていません。

なお、金額には消費税等は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしています。

３．㈱NISSIN APSの土地の内6,009㎡は賃借しています。

４．アケハイ工業㈱の土地の内7,242㎡は賃借しています。

　

(3）在外子会社

 平成25年３月31日現在

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員
数(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
（面積㎡）

リース
資産

その他 合計

NISSIN BRAKE

OHIO, INC．

米国

オハイオ州
北米 生産設備 1,6115,829

67

(102,713)
－ 370 7,877

798

(267)

NISSIN BRAKE 

GEORGIA, INC.

米国

ジョージア

州

北米 生産設備 487 1,236
36

(119,383)
－ 71 1,830

168

(48)

NISSIN BRAKE

(THAILAND) CO., LTD.

タイ

ナコンラ

チャシマ県

アジア 生産設備 898 1,610
245

(155,360)
－ 767 3,520

1,457

(573)

P.T.CHEMCO HARAPAN

NUSANTARA

インドネシ

ア

チカラン郡

アジア 生産設備 1,2153,609
1,727

(424,220)
537 140 7,228

1,433

(3,658)

山東日信工業

有限公司

中国

山東省
アジア 生産設備 243 447

－

(54,667)
－ 8 698

585

(40)

中山日信工業

有限公司

中国

広東省
アジア 生産設備 854 2,614

－

(114,237)
－ 282 3,750

889

(－)

NISSIN BRAKE VIETNAM

CO., LTD.

ベトナム

ビンフック

省

アジア 生産設備 518 1,448
－

(89,800)
－ 120 2,086

646

(1,134)

NISSIN BRAKE

PHILIPPINES CORP.

フィリピン

バタンガス

州

アジア 生産設備 17 8
－

(20,690)
－ 0 25

8

(－)

NISSIN BRAKE

INDIA PRIVATE LTD.

インド

ラジャスタ

ン州

アジア 生産設備 272 802
－

(121,410)
－ 14 1,089

298

(37)

NISSIN BRAKE DO

BRASIL LTDA.

ブラジル

アマゾナス

州

南米・欧州 生産設備 911 1,491
76

(86,920)
－ 229 2,707

801

(28)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしています。

３．山東日信工業有限公司、中山日信工業有限公司、NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.、NISSIN BRAKE

PHILIPPINES CORP.及びNISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.の土地は全て賃借しています。
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３【設備の新設、除却等の計画】

平成25年３月31日現在の重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりです。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

資金調
達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

当社

上田工場

長野県

上田市
日本 生産設備 826 203自己資金 平成24年４月平成26年２月 －

当社

東部工場

長野県

東御市
日本 生産設備 373 59自己資金 平成24年６月平成26年７月 －

当社

直江津工場

新潟県

上越市
日本 生産設備 343 83自己資金 平成24年12月平成26年３月 －

当社

開発センター

長野県

東御市他
日本 開発用設備 1,328 283自己資金 平成24年10月平成26年７月 －

㈱イシイコー

ポレーション

新潟県

聖籠町
日本 生産設備 186 － 自己資金 平成25年４月平成26年３月 －

NISSIN BRAKE

OHIO, INC.

米国

オハイオ州
北米 生産設備 2,427 672自己資金 平成24年10月平成26年３月 －

NISSIN BRAKE

GEORGIA, INC.

米国

ジョージア州
北米 生産設備 1,671 210

自己資金

及び

借入金

平成24年10月平成26年３月 －

NISSIN BRAKE

(THAILAND)

CO., LTD.

タイ

ナコンラチャ

シマ県

アジア 生産設備 3,245 1,204自己資金 平成24年10月平成25年12月 －

P.T.CHEMCO

HARAPAN

NUSANTARA

インドネシア

チカラン郡
アジア 生産設備 1,654 73自己資金 平成24年７月平成25年12月 －

山東日信工業

有限公司

中国

山東省
アジア 生産設備 146 9 自己資金 平成24年10月平成25年12月 －

中山日信工業

有限公司

中国

広東省
アジア 生産設備 3,472 1,064自己資金 平成24年10月平成25年12月 －

NISSIN BRAKE

VIETNAM

CO., LTD.

ベトナム

ビンフック省
アジア 生産設備 195 6 自己資金 平成24年１月平成25年12月 －

NISSIN BRAKE

INDIA

PRIVATE LTD.

インド

ラジャスタン

州

アジア 生産設備 485 57自己資金 平成24年４月平成25年12月 －

NISSIN BRAKE

DO BRASIL

LTDA.

ブラジル

アマゾナス州
南米・欧州 生産設備 1,757 384自己資金 平成24年10月平成25年12月 －

（注）金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月17日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 65,452,143 65,452,143
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 65,452,143 65,452,143 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

平成18年４月１日

（注）
43,634,76265,452,143 － 3,694 － 3,419

（注）　株式分割（１：３）によるものです。 

　

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 38 32 103 142 6 16,39916,720 －

所有株式数

（単元）
－ 98,382 5,063268,502138,255 16 144,089654,30721,443

所有株式数の

割合（％）
－ 15.04 0.77 41.04 21.13 0.00 22.02100.00　 －

（注）１．自己株式390,068株は、「個人その他」に3,900単元及び「単元未満株式の状況」に68株を含めて記載してい

ます。

２．ＥＳＯＰ(従業員持株会発展型プラン）導入のために設定した信託が所有する当社株式246,200株は、「金融

機関」に2,462単元含めて記載しています。なお、当該株式は財務諸表及び連結財務諸表上、自己株式として

処理しています。

３．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15単元含まれています。
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 22,682 34.65

大信産業株式会社 長野県上田市国分一丁目１番９号 3,398 5.19

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク

ノントリーテイー　ジヤスデツク

アカウント

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

米国　ニューヨーク

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

　

3,248 4.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,703 4.13

宮下直也 長野県上田市 1,864 2.84

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エ

ヌエイ　ロンドン　エス　エル　オムニバ

ス　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）

英国　ロンドン

（東京都中央区月島四丁目16番13号）
1,726 2.63

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,688 2.58

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイ

ロー　プライスド　ストツク　フアンド

（プリンシパル　オール　セクター

サブポートフオリオ）

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

米国　ボストン

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

　

1,160 1.77

ノーザン　トラスト　カンパニー

（エイブイエフシー）　サブ

アカウント　アメリカン　クライアント

（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カ

ストディ業務部）

英国　ロンドン

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）
875 1.33

日信工業従業員持株会 長野県上田市国分840番地 803 1.22

計 － 40,150 61.34

　　（注）信託銀行各社の所有持株数は、全数が信託業務に係る株式です。 
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 649,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　64,781,000 647,810 －

単元未満株式 普通株式　　　21,443 － －

発行済株式総数 65,452,143 － －

総株主の議決権 － 647,810 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれています。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれています。

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日信工業株式会社
長野県上田市国分

840番地
390,000 － 390,000 0.59

吉田工業株式会社
長野県佐久市春日

2707番地
13,500 － 13,500 0.02

ＥＳＯＰ
長野県上田市国分

840番地
246,200 － 246,200 0.37

計 － 649,700 － 649,700 0.99

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

（10）【従業員株式所有制度の内容】

①　従業員株式所有制度の概要

本制度は、「日信工業従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を対

象に、当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。平成28年３月までに持株会

が取得する見込みの当社の自社株式を、本制度を実施するための信託（以下、「本信託」といいます。）の受託者

である信託銀行が予め取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託

銀行が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産と

して受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を取得す

るための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借

入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。　　

②　従業員等持株会に取得させる予定の株式の総数

466,900株　　

③　当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員（信託終了時までに定年退職、役員への就任によって従業員

持株会を退会した方を含む。）
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 50 94,450

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれていません。　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他　（注）１． 117,000167,884,4707,000 10,044,370

保有自己株式数　（注）２． 636,268 － 629,318 －

（注）１．当事業年度における株式の売却（117,000株）及び当期間における株式の売却（7,000株）はＥＳＯＰ（従業

員持株会発展型プラン）に基づき、従業員持株会に売却したものです。

２．当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式及びＥＳＯＰ（従業員持株会発展型プラン）に基づき従業員持株会に売却した株式は含ま

れていません。
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３【配当政策】

グローバルな視野に立って世界各国で事業を展開し、企業価値の向上に努める中で、株主の皆様に対する利益還元

を経営の最重要課題のひとつとして位置付けています。

利益の配分は、今後の資金需要などを総合的に考慮し、配当は、長期的な視野に立ち連結業績の動向を勘案しながら

実施する方針としています。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、「会社法第459条第１項の規定に

基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款に定めています。

当事業年度の配当は、上記方針に基づき、平成24年11月28日に中間配当として１株当たり18円を実施し、期末配当18

円（効力発生日　平成25年６月17日）と合計で１株当たり36円となります。これにより、当事業年度の連結配当性向は

47.3％となります。

内部留保は、将来の成長に不可欠な、商品開発及び事業拡大のための資金需要に充ててまいります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成24年10月29日

取締役会決議
1,166 18

平成25年４月25日

取締役会決議
1,167 18

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 2,030 1,529 1,597 1,494 1,614

最低（円） 563 822 1,009 930 950

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月平成24年11月平成24年12月平成25年１月 平成25年２月 平成25年３月

最高（円） 1,169 1,274 1,335 1,400 1,534 1,614

最低（円） 992 1,114 1,192 1,277 1,382 1,463

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
　 大河原　栄次 昭和33年６月17日生

昭和56年４月本田技研工業㈱入社

平成18年６月同社執行役員就任

平成21年４月ホンダエンジニアリング㈱代表

取締役社長就任

平成23年６月当社代表取締役社長就任（現

在）

（注）２ 9

代表取締役

副社長
　 栁澤　秀明 昭和29年11月27日生

昭和53年４月当社入社

平成10年７月FINDLEX CORP.（現NISSIN BRAKE

OHIO, INC.）副社長

平成13年６月当社取締役就任

平成14年４月直江津工場長

平成16年６月取締役　常務執行役員就任

平成18年５月NISSIN BRAKE OHIO, INC.取締役

社長

 NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.取

締役社長

平成19年４月米欧州地域本部長

平成19年５月NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.取

締役会長

平成21年６月

平成22年４月　

当社常務取締役就任

営業購買本部長

兼米欧州地域統括

平成23年６月専務取締役就任　

平成25年４月CG/コンプライアンス責任者（現

在）　

平成25年６月代表取締役副社長就任（現在）　

（注）２ 25

専務取締役 　 檜森　啓二 昭和28年６月28日生

昭和53年４月当社入社

平成15年３月NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.

取締役社長

平成18年６月当社執行役員就任

平成19年４月生産本部生産企画担当

平成20年４月生産本部副本部長

生産本部長野地区生産担当

平成20年６月アケハイ工業㈱　代表取締役社長

平成20年６月当社取締役　執行役員就任

平成21年３月㈱NISSIN APS　代表取締役社長

平成21年４月当社生産本部長

兼アジア地域統括

平成21年６月常務取締役就任

平成23年６月専務取締役就任（現在）　

（注）２ 16

常務取締役 　 別府　潤一 昭和30年７月16日生

昭和54年４月当社入社

平成12年４月技術リーダー

平成14年６月取締役就任

平成16年６月取締役退任

 執行役員就任

 購買、購買品質担当

平成18年６月取締役　執行役員就任

平成19年４月購買本部副本部長

兼購買部長

平成20年４月営業購買本部購買部長

平成21年４月開発本部長

兼開発本部開発１部長

平成21年６月取締役就任

平成22年５月NISSIN BRAKE OHIO, INC.取締役

社長（現在）

 NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.取

締役会長（現在）

平成23年６月当社常務取締役就任（現在）

（注）２ 16
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役 開発本部長　 玉井　尚利 昭和30年9月20日生

昭和61年２月当社入社

平成16年４月技術１リーダー

平成16年６月執行役員就任

　 技術担当

平成18年４月開発本部栃木センター長

平成19年４月営業・開発本部メカトロ開発担

当 兼メカトロ事業担当
平成19年６月常務執行役員就任

平成21年４月開発本部開発４部長

平成21年６月上席執行役員

平成22年４月開発本部長（現在）

平成22年６月取締役就任

平成24年６月常務取締役就任（現在）

（注）２ 18

取締役 営業購買本部長 手塚　一夫 昭和28年２月10日生

昭和50年４月当社入社

平成19年４月営業購買本部営業部長

平成22年６月執行役員就任

平成23年６月

平成24年４月　

取締役就任（現在）

営業購買本部副本部長

平成25年４月営業購買本部長(現在)

（注）２ 11

取締役

経営管理本部長

経営企画・事業推進

・経理統括

寺田　健司 昭和32年11月20日生

昭和55年４月本田技研工業㈱入社

平成20年４月同社南米本部地域事業企画室長

平成23年４月当社入社

経営管理本部総務・経理・人材

開発統括

平成23年６月取締役就任（現在）

平成25年４月経営管理本部長（現在）

経営管理本部経営企画・事業推

進・経理統括（現在）

リスクマネジメント責任者（現

在）　

（注）２ 4

取締役 生産本部長 武井　純哉 昭和38年２月10日生

昭和61年４月当社入社

平成14年４月生産技術リーダー

平成19年３月P.T.CHEMCO HARAPAN NUSANTARA 

取締役社長

平成23年３月

平成23年６月

平成24年６月　

当社生産本部直江津工場長

執行役員就任

取締役就任（現在）

平成25年４月　生産本部長（現在）

（注）２ 20

取締役
経営管理本部総務・

人材開発統括
清水　建詞 昭和32年１月10日生

昭和57年４月当社入社

平成17年４月中山日信工業有限公司総経理

平成19年６月当社執行役員就任

平成23年３月当社生産本部上田工場長

平成25年４月経営管理本部総務・人材開発統

括（現在）

平成25年６月取締役就任（現在）

（注）２ 11

取締役 　 佐藤　一也 昭和35年４月３日生

昭和58年４月本田技研工業㈱入社

平成22年４月ホンダ・オブ・アメリカ Mfg.

Inc. 購買部マネージャー

平成25年４月 当社入社

品質最高責任者（現在）　

平成25年６月 取締役就任（現在）

（注）２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 　 坂下　潔 昭和32年７月23日生

昭和51年３月当社入社

平成19年４月NISSIN BRAKE VIETNAM CO.,

LTD.取締役副社長

平成23年４月同社相談役

平成23年６月当社監査役就任（現在）

（注）３ 6

常勤監査役 　 竹内　幸雄 昭和30年７月１日生

昭和53年４月当社入社

平成18年５月グローバル生産技術アカデミー

学園長

平成22年４月生産本部生産技術部長

平成24年６月執行役員就任

平成25年６月監査役就任（現在）

（注）４ 5

監査役 　 小口　憲政 昭和22年５月25日生

昭和41年４月㈱八十二銀行入行

平成３年11月同行白馬支店長

平成13年２月同行法人部長

平成15年４月㈱長栄入社

平成16年６月同社代表取締役常務

平成20年６月当社監査役就任（現在）

（注）５ －

監査役 　 松本　榮一 昭和23年３月18日生

昭和49年４月昭和監査法人（現新日本有限責

任監査法人）入社

昭和55年１月松本公認会計士事務所設立（現

在）

昭和55年８月公認会計士登録（現在）

昭和55年９月税理士登録（現在）

平成22年６月当社監査役就任（現在）

（注）６ －

　 　 　 　 計 　 146

　（注）１．監査役小口憲政及び松本榮一は、社外監査役です。

２．平成25年６月14日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成23年６月17日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成25年６月14日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成24年６月15日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成22年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．当社では、取締役会の活性化と取締役責任の明確化、連結経営力の強化と執行体制の明確化を図るため、執行

役員制度を導入しており、執行役員は14名です。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、次の基本理念、社是、行動指針、行動規範に基づいてコーポレート・ガバナンスを実践しています。　　

基本理念 心の豊かさ 貢献

社是 常に、世界の変化に先がけて、お客様と社会のニーズに応え、優れた商品と技術とアイディアを供

給する

行動指針 わたしたちは

・夢と若さと情熱をもちつづけます

・日々、研究と改善につとめます

・時と物を大事にします

・活力ある明るい職場をつくります

・社会の一員として自覚と責任をもちます

・地球環境保護につとめます

行動規範 人権の尊重

◇　ＮＩＳＳＩＮは、相互理解の前提である人権を尊重します。

コンプライアンス

◇　ＮＩＳＳＩＮは、法令及び社内規則を遵守します。

お取引先との関係

◇　ＮＩＳＳＩＮは、お取引先と公正で健全な取引を行い、誠実な信頼関係を構築します。

安全衛生環境

◇　ＮＩＳＳＩＮは、安全衛生に配慮し、安心して働ける職場環境を作ります。

情報管理

◇　ＮＩＳＳＩＮは、管理基準に則した情報管理を行い、機密情報の漏洩を防止します。

交通安全

◇　ＮＩＳＳＩＮは、自動車産業に関わる企業として交通安全に積極的に取り組みます。

環境保全

◇　ＮＩＳＳＩＮは、すべての企業活動を通じて地球環境保全に積極的に取り組みます。

社会貢献

◇　ＮＩＳＳＩＮは、豊かな社会づくりのために、積極的に社会貢献活動に取り組みます。

先進創造

◇　ＮＩＳＳＩＮは、全ての事業活動において現状に満足せず常に改善・向上に努め、進化し続け

ます。

品質管理

◇　ＮＩＳＳＩＮは、製品における高品質の維持および更なる品質の向上に努めます。
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①　コーポレート・ガバナンス体制

当社は会社法に基づく監査役会設置会社であり、取締役会による業務執行の監督機能の充実及び監査役会その

他監査機関による監査機能の充実を図ることを基本に、コーポレート・ガバナンス体制の整備を行っています。

〔取締役会〕

10名の取締役により構成されています。

代表取締役社長を議長とし、経営の基本方針及び業務執行上の重要な事項の決定または承認、取締役の

業務執行の監督などを行っています。所定の取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、法定の事

項や主要な経営課題の審議・決定を行っています。

〔経営会議〕

９名の取締役により構成され、取締役会付議事項の事前審議を行うほか、経営の重要事項に対して十分

な審議を行い、経営課題に対する共有化を図るとともに、経営課題解決に向けての諸施策の決定を行って

います。

〔業務執行体制〕

４つの機能本部と海外拠点が連携するなど、効果及び効率の高い体制を執っています。

〔監査役会及び監査役監査〕

４名の監査役により構成され、うち２名を社外監査役としています。監査役は取締役会及び経営会議に

出席し、業務執行の状況を監査しています。

また、内部監査部門との連携、代表取締役との意見交換、重要な会議への出席及び議事録の閲覧等によ

り、監査役監査の実効性向上を図っています。
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〔監査役と会計監査人との連携〕

監査役は、会計監査人の監査結果の報告を受けるだけでなく、会計監査人の年間監査計画や監査の重点

項目をあらかじめ確認するとともに、日頃より会計監査人との間で必要な情報交換や意見交換を行ってい

るほか、各四半期には、会計監査人から総合的かつ詳細な報告を受けています。

〔監査役と内部監査部門その他内部統制部門との連携〕

監査役は、内部監査部門による業務監査の年間実施計画を確認するとともに、日頃より内部監査部門と

の間で定期的な情報交換や意見交換を行っています。また、「監査役への報告基準」を定め、各部門から監

査役に対して定期的または必要に応じて、内部統制に関連する事項及び、その他重要事項の報告を行って

います。

〔社外監査役〕

当社は、高度かつ専門的な知見と幅広い見識に基づいて、第三者の立場で客観的・中立的に経営を監視

することを社外監査役の役割として期待しています。

この考え方の下、当社は、社外監査役の目的に適う実質的な独立性が確保できること及び、特に客観的な

視点での監査が必要な、経営及び財務・経理・会計領域に関して高度かつ専門的な知見、豊富な経験及び

幅広い見識を有していることを基本的な要件として、東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する

判断基準等を参考に、社外監査役を選任しています。

社外監査役の小口憲政氏は、平成20年６月より当社社外監査役を務めています。同氏は経営管理・財務

・経理の豊富な経験、幅広い見識を有しています。なお当社は、同氏を東京証券取引所が定める独立役員と

して、同取引所に届け出ています。

また、社外監査役の松本榮一氏は、現在松本公認会計士事務所に在籍しており、平成22年６月より当社社

外監査役を務めています。同氏は公認会計士及び税理士であり、会計及び税務における幅広い見識を有し

ています。なお当社は、同氏を東京証券取引所が定める独立役員として、同取引所に届け出ています。

社外監査役はこれらの専門性を活かし、客観的、中立的な立場から経営全般を監視・監督すると共に、内

部監査部門とも連携し、同部門による対面監査や実地監査にも必要に応じ参画しています。また、代表取締

役との随時の会合により、経営全般に関する意見交換を実施しています。

なお、各氏と当社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

また当社は社外取締役を設置していませんが、２名の社外監査役が取締役会に出席し、第三者の立場か

らそれぞれの専門的知見に基づき必要な意見を述べるなど、社外監査役により経営監視機能の客観性及び

中立性が確保されていると考えられることから、現状の体制としています。

〔内部監査〕

独立業務監査部門として監査室を設置し、４名の専任監査人及び開発・経理領域から選任された２名の

兼任監査人により、内部監査の実施及び監査役から要請を受けた場合のサポートを行っています。内部監

査については、半期毎に国内全部門の監査を実施するとともに、海外拠点についても定期的に監査を実施

しています。

〔内部統制システム〕

当社は、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の

業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において、次の内容を決議しています。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役会において、重要な業務執行その他の法定事項について決定を行い、業務執行の監督機能

の充実を図る。

②　コンプライアンスに関する取り組みを推進する担当取締役（コンプライアンス責任者）を任命

し、事業活動の適法性を確認する「コンプライアンス委員会」及び、企業倫理に関する提案を受

付ける「企業倫理改善提案窓口」を設置する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、適切な保存及び

管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクマネジメントに取り組む担当取締役（リスクマネジメント責任者）を任命し、「リスク管

理規程」を制定するなど全社的体制整備を行うほか、組織毎に対応すべきリスクに対しては、各組

織が主体となってその予防及び対策に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

組織運営において、地域拠点と機能本部が連携する体制を整備し、主要な組織に取締役や執行役

員を配置するほか、経営の重要事項については経営会議などにおいて十分な審議を行い、効果及び

効率の高い執行体制とする。
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５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

①　グループにおいて共有する「基本理念」「社是」「行動指針」「行動規範」を制定する。

②　ガバナンス、コンプライアンス、リスクマネジメント、企業倫理の状況について、各組織が定期的

にチェックリストに基づく自己検証を実施し、そこから認識された問題及び課題は改善を図る。

また、それらの結果は担当取締役に報告されるほか、経営会議において全体状況の評価を行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項

監査役からその職務を補助すべき使用人の要請を受けた場合は、監査室がサポートする。

７．６の使用人の取締役からの独立性に関する事項

独立性を確保するために、監査室のスタッフの異動については、常勤監査役の事前同意をとる。　

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役に対して、報告基準を定め定期的または必要に応じて次の事項を報告する。

①　会社に重大な影響を及ぼす事項

②　内部統制システムの整備状況（財務に関する内部統制を含む）

③　コンプライアンス委員会の活動状況

④　ガバナンス、コンプライアンス、リスクマネジメント、企業倫理に係る自己検証の結果

⑤　「企業倫理改善提案窓口」の運用状況

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

その他監査役の監査が実効的になされるように、次の事項を行う。

①　内部監査部門との連携

②　代表取締役との意見交換

③　重要な会議への出席及び議事録の閲覧 

〔会計監査の状況〕

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、白羽龍三、矢定俊博、日置重樹であり、新日本有限責任監

査法人に所属しています。

・当社に関する継続監査年数 ：白羽龍三　１年、矢定俊博　１年、日置重樹　７年

・補助者 ：公認会計士　８名、その他　12名

〔役員報酬の内容〕

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与

取締役 268 244 24 10

監査役

（社外監査役を除く。）
40 35 4 2

社外役員 6 6 － 2

（注）１．上記には、平成24年６月15日開催の第59回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名

を含めています。

２．上記には、第60回定時株主総会決議による役員賞与28百万円（取締役24百万円、監査役4百万

円）を含めています。

３．上記のほか、平成21年６月19日開催の第56回定時株主総会の取締役及び監査役に対する退職慰

労金制度廃止に伴う退職慰労金打ち切り支給決議に基づき、平成24年６月15日開催の第59回定

時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名に対し、退職慰労金を14百万円支給していま

す。

〔役員報酬の算定方針〕

当社は、役員の在任期間における功績や企業業績を勘案し、役員報酬規定に基づき役員報酬を算定して

います。
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②　最近の１年間におけるコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況

・当期における各会議体等の開催回数

取締役会　10回、経営会議　45回

監査役会　19回

業務監査　71回

・取り組みの状況

ＮＩＳＳＩＮ企業倫理チェックリストに基づく自己検証（国内及び海外）

実施時期　平成24年10月から平成25年３月

自己検証の実施により抽出された主要課題については、担当取締役の指示の下で各部門が課題解決

に向けた取り組みを行い、経営会議において全体状況の評価を行いました。

コンプライアンス

当社の事業活動に特に関係の深いと考えられる「労働基準法」、「労働安全衛生法」、「環境関連

法」、「下請法」、「輸出管理法令」、「著作権法」、「金融商品取引法」、「労働者派遣法」、「化

学物質規制法令」、「製造物責任法」を当社基本10法令と位置づけ、各法令についてのポイント集

を作成し全従業員に配布するとともに、従業員を対象にした社内勉強会を開催し、法令遵守啓発及

びコンプライアンス意識の向上に努めています。

　

③　取締役の定数及び取締役選任決議の要件

・取締役の定数

当社の取締役は18名以内とする旨定款に定めています。

・取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定め

ています。

　

④　取締役会で決議することができるとした事項

・自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式

を取得することができる旨定款に定めています。これは、経済情勢の変化に対応して、資本政策を機

動的に実施することを目的とするものです。

・剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある

場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めています。これは、

剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的

とするものです。

　

⑤　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨定款に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主

総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。
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⑥　株式の保有状況

・投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

31銘柄　 2,197百万円

・保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

トヨタ自動車㈱ 117,100 418 取引先との円滑な事業運営のため

ダイハツ工業㈱ 221,455 336 取引先との円滑な事業運営のため

日本梱包運輸倉庫㈱ 254,000 258 取引先との円滑な事業運営のため

㈱八十二銀行 398,000 194 取引銀行との良好な関係維持のため

いすゞ自動車㈱ 178,495 87 取引先との円滑な事業運営のため

川崎重工業㈱ 124,000 31 取引先との円滑な事業運営のため

China Metal

International Holdings

Inc.

1,632,000 23 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エフ・シー・シー 12,012 22 取引先との円滑な事業運営のため

スズキ㈱ 10,000 20 取引先との円滑な事業運営のため

㈱三菱UFJフィナンシャル

・グループ
35,000 14 取引銀行との良好な関係維持のため

富士重工業㈱ 20,000 13 取引先との円滑な事業運営のため

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
4,400 12 取引銀行との良好な関係維持のため

㈱ジーテクト 3,600 9 取引先との円滑な事業運営のため

サンコール㈱ 20,000 8 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ケーヒン 3,600 6 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エフテック 3,000 5 取引先との円滑な事業運営のため

日本精機㈱ 4,500 5 取引先との円滑な事業運営のため

㈱武蔵精密工業 2,000 4 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エイチワン 3,600 3 取引先との円滑な事業運営のため

テイ・エス　テック㈱ 2,000 3 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ミツバ 3,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ショーワ 3,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ユタカ技研 1,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

八千代工業㈱ 3,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

アピックヤマダ㈱ 3,300 0 取引先との円滑な事業運営のため
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当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

トヨタ自動車㈱ 117,100 569 取引先との円滑な事業運営のため

ダイハツ工業㈱ 223,738 437 取引先との円滑な事業運営のため

日本梱包運輸倉庫㈱ 254,000 373 取引先との円滑な事業運営のため

㈱八十二銀行 398,000 226 取引銀行との良好な関係維持のため

いすゞ自動車㈱ 182,929 102 取引先との円滑な事業運営のため

川崎重工業㈱ 124,000 37 取引先との円滑な事業運営のため

China Metal

International Holdings

Inc.

1,632,000 34 取引先との円滑な事業運営のため

富士重工業㈱ 20,000 29 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エフ・シー・シー 12,012 27 取引先との円滑な事業運営のため

スズキ㈱ 10,000 21 取引先との円滑な事業運営のため

㈱三菱UFJフィナンシャル

・グループ
35,000 20 取引銀行との良好な関係維持のため

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
4,400 17 取引銀行との良好な関係維持のため

サンコール㈱ 20,000 9 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ジーテクト 3,600 9 取引先との円滑な事業運営のため

日本精機㈱ 4,500 6 取引先との円滑な事業運営のため

テイ・エス　テック㈱ 2,000 5 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ケーヒン 3,600 5 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エフテック 3,000 4 取引先との円滑な事業運営のため

㈱武蔵精密工業 2,000 4 取引先との円滑な事業運営のため

㈱エイチワン 3,600 4 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ショーワ 3,000 3 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ミツバ 3,000 3 取引先との円滑な事業運営のため

八千代工業㈱ 3,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

㈱ユタカ技研 1,000 2 取引先との円滑な事業運営のため

アピックヤマダ㈱ 3,300 0 取引先との円滑な事業運営のため
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 53 19 52 8

連結子会社 － － － －

計 53 19 52 8

 

②【その他重要な報酬の内容】

 　(前連結会計年度）

　一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している、Ernst & Youngに対して監

査報酬等を支払っており、前連結会計年度に係る監査報酬契約額は、68百万円です。 　

   (当連結会計年度）

　一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している、Ernst & Youngに対して監

査報酬等を支払っており、当連結会計年度に係る監査報酬契約額は、74百万円です。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、ＩＦＲＳ（国際財務報

告基準）への移行等にかかる助言業務です。

（当連結会計年度）

  当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、ＩＦＲＳ（国際財務

報告基準）への移行等にかかる助言業務です。　　

　

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬については、監査計画の妥当性を検証した上で決定しています。  
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しています。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しています。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人による監査を受けています。　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基

準機構へ加入しています。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,991 26,943

受取手形及び売掛金 25,552 26,072

有価証券 3,006 4,182

商品及び製品 3,642 3,731

仕掛品 2,419 2,110

原材料及び貯蔵品 13,757 15,679

繰延税金資産 1,479 2,489

その他 2,844 3,855

貸倒引当金 △7 △3

流動資産合計 80,684 85,058

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 21,409 22,601

減価償却累計額 △11,047 △12,017

建物及び構築物（純額） 10,362 10,584

機械装置及び運搬具 80,700 89,616

減価償却累計額 △60,137 △65,873

機械装置及び運搬具（純額） 20,563 23,743

工具、器具及び備品 17,033 19,616

減価償却累計額 △15,215 △17,114

工具、器具及び備品（純額） 1,818 2,502

土地 5,521 6,769

リース資産 861 1,080

減価償却累計額 △324 △464

リース資産（純額） 537 616

建設仮勘定 3,001 4,506

有形固定資産合計 41,802 48,721

無形固定資産

リース資産 1 －

その他 1,085 1,520

無形固定資産合計 1,086 1,520

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 12,310

※1
 15,690

出資金 27 51

長期貸付金 37 －

繰延税金資産 133 186

その他 871 1,154

貸倒引当金 △37 △0

投資その他の資産合計 13,342 17,081

固定資産合計 56,230 67,322

資産合計 136,915 152,381
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,913 20,177

短期借入金 2,476 2,310

リース債務 267 220

未払金 4,663 4,218

未払法人税等 1,051 1,323

役員賞与引当金 23 28

製品保証引当金 761 2,756

その他 2,799 3,186

流動負債合計 30,953 34,219

固定負債

リース債務 84 57

繰延税金負債 3,140 4,182

退職給付引当金 1,388 1,287

役員退職慰労引当金 104 118

資産除去債務 49 46

負ののれん 3 1

その他 978 1,479

固定負債合計 5,747 7,170

負債合計 36,699 41,390

純資産の部

株主資本

資本金 3,694 3,694

資本剰余金 3,419 3,419

利益剰余金 85,693 88,645

自己株式 △1,048 △880

株主資本合計 91,758 94,878

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,037 7,173

為替換算調整勘定 △12,922 △8,852

その他の包括利益累計額合計 △6,886 △1,679

少数株主持分 15,343 17,792

純資産合計 100,215 110,991

負債純資産合計 136,915 152,381
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 159,098 174,252

売上原価 ※1, ※3
 139,176

※1, ※3
 153,022

売上総利益 19,923 21,230

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 10,448

※2, ※3
 12,468

営業利益 9,474 8,762

営業外収益

受取利息 696 601

受取配当金 260 295

持分法による投資利益 － 93

為替差益 － 870

雑収入 482 564

営業外収益合計 1,438 2,423

営業外費用

支払利息 56 27

持分法による投資損失 1,001 －

為替差損 787 －

支払補償費 0 293

雑支出 352 296

営業外費用合計 2,195 616

経常利益 8,717 10,568

特別利益

固定資産売却益 ※4
 20

※4
 324

投資有価証券売却益 1,547 －

特別利益合計 1,567 324

特別損失

固定資産売却損 ※5
 1

※5
 1

固定資産廃棄損 ※6
 58

※6
 60

減損損失 ※7
 146

※7
 84

投資有価証券売却損 33 542

災害による損失 127 －

特別損失合計 365 687

税金等調整前当期純利益 9,918 10,205

法人税、住民税及び事業税 2,721 3,207

法人税等調整額 130 △702

法人税等合計 2,851 2,505

少数株主損益調整前当期純利益 7,067 7,701

少数株主利益 2,790 2,777

当期純利益 4,278 4,924
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 7,067 7,701

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 598 1,136

為替換算調整勘定 △3,913 5,293

持分法適用会社に対する持分相当額 161 293

その他の包括利益合計 ※1
 △3,154

※1
 6,722

包括利益 3,914 14,422

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,121 10,130

少数株主に係る包括利益 1,793 4,292
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,694 3,694

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,694 3,694

資本剰余金

当期首残高 3,419 3,419

当期変動額

自己株式の処分 △22 △29

利益剰余金から資本剰余金への振替 22 29

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,419 3,419

利益剰余金

当期首残高 82,992 85,693

当期変動額

剰余金の配当 △1,555 △1,942

当期純利益 4,278 4,924

利益剰余金から資本剰余金への振替 △22 △29

当期変動額合計 2,701 2,952

当期末残高 85,693 88,645

自己株式

当期首残高 △771 △1,048

当期変動額

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 149 168

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

4 －

当期変動額合計 △277 168

当期末残高 △1,048 △880

株主資本合計

当期首残高 89,334 91,758

当期変動額

剰余金の配当 △1,555 △1,942

当期純利益 4,278 4,924

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 127 139

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

4 －

当期変動額合計 2,424 3,120

当期末残高 91,758 94,878
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 5,430 6,037

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

606 1,136

当期変動額合計 606 1,136

当期末残高 6,037 7,173

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

当期首残高 △10,159 △12,922

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,763 4,070

当期変動額合計 △2,763 4,070

当期末残高 △12,922 △8,852

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △4,729 △6,886

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,157 5,206

当期変動額合計 △2,157 5,206

当期末残高 △6,886 △1,679

少数株主持分

当期首残高 15,264 15,343

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 78 2,449

当期変動額合計 78 2,449

当期末残高 15,343 17,792

純資産合計

当期首残高 99,870 100,215

当期変動額

剰余金の配当 △1,555 △1,942

当期純利益 4,278 4,924

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 127 139

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

4 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,078 7,656

当期変動額合計 345 10,776

当期末残高 100,215 110,991
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,918 10,205

減価償却費 8,151 7,424

負ののれん償却額 △2 △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △40

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 6

製品保証引当金の増減額（△は減少） 761 1,995

災害損失引当金の増減額（△は減少） △36 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △69 △153

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 90 △2

受取利息及び受取配当金 △956 △896

支払利息 56 27

為替差損益（△は益） △190 9

持分法による投資損益（△は益） 1,001 △93

有形固定資産売却損益（△は益） △18 △323

有形固定資産廃棄損 58 60

投資有価証券売却損益（△は益） △1,514 542

売上債権の増減額（△は増加） △4,099 1,198

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,706 123

仕入債務の増減額（△は減少） 2,039 △717

未払金の増減額（△は減少） 461 △701

その他 △517 △418

小計 12,389 18,243

利息及び配当金の受取額 965 897

利息の支払額 △56 △27

法人税等の支払額 △2,291 △2,980

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,006 16,134

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △119 △375

有価証券の純増減額（△は増加） △1,000 △1,000

有形固定資産の取得による支出 △10,901 △11,373

有形固定資産の売却による収入 266 981

無形固定資産の取得による支出 △404 △541

無形固定資産の売却による収入 23 －

投資有価証券の取得による支出 △205 △2,172

投資有価証券の売却による収入 1,650 262

貸付金の回収による収入 104 37

貸付けによる支出 － △80

その他 △122 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,707 △14,285

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △268 △186

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △109 △420

配当金の支払額 △1,555 △1,942

少数株主への配当金の支払額 △1,714 △1,843

その他 △444 601

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,090 △3,790

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,470 870

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,260 △1,072

現金及び現金同等物の期首残高 32,663 27,402

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 27,402

※1
 26,331
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

会　　 社　　 名 決算期
連結子会
社

非連結子
会社

持分法適
用会社

持分法非
適用会社

㈱NISSIN　APS ３月 ○    

アケハイ工業㈱ ３月 ○    

㈱イシイコーポレーション ３月 ○    

NISSIN BRAKE OHIO, INC.３月 ○    

NISSIN BRAKE GEORGIA, INC.３月 ○    

NISSIN BRAKE(THAILAND) CO., LTD.12月 ○    

P.T.CHEMCO HARAPAN NUSANTARA 12月 ○    

山東日信工業有限公司 12月 ○    

中山日信工業有限公司 12月 ○    

NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD.12月 ○    

NISSIN BRAKE PHILIPPINES CORP.12月 ○    

NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.12月 ○    

NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.12月 ○    

NISSIN R&D EUROPE S.L.U.３月 ○    

NISSIN BRAKE DE MEXICO,S.A. DE C.V.　12月  ○  ○

NISSIN R&D ASIA CO., LTD.12月 　 ○ 　 ○

吉田工業㈱ ３月   ○  

TUNGALOY FRICTION MATERIAL VIETNAM LTD.12月   ○  

NISSIN BRAKE REALTY PHILIPPINES CORP.12月   ○  

P.T.ALCAR CHEMCO INDONESIA12月   ○  

会社数  14 2 4 2

（注）

①　NISSIN BRAKE DE MEXICO,S.A. DE C.V.及びNISSIN R&D ASIA CO., LTD.は、小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を与え

ていないため、連結の範囲から除いています。 

②　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外し

ています。　

③　当連結会計年度より、P.T.ALCAR CHEMCO INDONESIAは、新たに設立したため、持分法適用の範囲に含めています。

④　持分法適用会社であったNISSIN SHOWA UK LTD.(現SHOWA UK LTD.)は当連結会計年度において、株式譲渡を行っ

たため、当連結会計年度末より持分法の適用範囲より除外しています。

⑤　決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社は、当該会社の事業年度にかかる財務諸表を使用しています。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる子会社は、NISSIN BRAKE(THAILAND) CO., LTD.、P.T.CHEMCO HARAPAN

NUSANTARA、山東日信工業有限公司、中山日信工業有限公司、NISSIN BRAKE VIETNAM CO.,LTD.、NISSIN BRAKE

PHILIPPINES CORP.、NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.及びNISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA.の８社で、12月31日です。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っています。
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３．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

(イ）時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

る。）

(ロ）時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　時価法

③　たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっています。

　在外連結子会社は、主として先入先出法による低価法によっています。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 10年～39年

機械装置及び運搬具 ４年～９年

②　無形固定資産(リース資産を除く）

　主として定額法によっています。

　なお、自社利用のソフトウエアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

③　リース資産 

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しています。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等については

個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

②　役員賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社は、役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しています。

③　製品保証引当金

  当社及び一部の連結子会社は、製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との部品取引基本契約書に基づ

く特別の無償補修費用を個別に見積り算出した額を計上しています。

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費用処

理しています。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により按分した額を、その発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。

⑤　役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は、役員の退職により支給する退職慰労金に充当するため、内規に基づく期末要支給額を計上

しています。　
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(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

在外子会社等の期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めて計上しています。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行ってい

ます。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…先物為替予約取引

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

　外貨建取引に対するリスクヘッジ手段としてのデリバティブ取引として、為替予約取引を行うものとしていま

す。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価

を省略しています。　

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っています。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっています。
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（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、主として定率法（た

だし、当社及び国内連結子会社が平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法）によっていましたが、当連結会計年度より、当社、NISSIN BRAKE OHIO, INC.及びNISSIN BRAKE GEORGIA, INC.に

ついて、定額法に変更しました。 

長野県東御市の新工場建設構想の再延期及び円高に伴う生産体制の見直し並びに北米での汎用機械を主体とした

生産体制への移行を契機に、今後の有形固定資産の設備投資の内容及び使用状況等を検討した結果、有形固定資産は

長期安定的に使用していく見通しであることが確認されました。したがって、耐用年数にわたり均等償却により費用

配分を行うことが有形固定資産の実態をより適切に反映できるものと判断し、従来の償却方法を見直し、定額法を採

用することにしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益は1,161百万円、経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ1,172百万円増加しています。

　

（未適用の会計基準等）

  ・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

  ・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　

  １．概要

  (1）連結貸借対照表上の取扱い

  未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を、税効果を調整の上、純資産の部（その他の包括利益累計

額）に計上することとし、積立状況を示す額を負債（又は資産）として計上することとなります。

　

  (2）連結損益計算書及び連結包括利益計算書上の取扱い

　数理計算上の差異及び過去勤務費用の当期発生額のうち、費用処理されない部分についてはその他の包括利益

に含めて計上し、その他の包括利益累計額に計上されている未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

のうち、当期に費用処理された部分についてはその他の包括利益の調整（組替調整）を行うこととなります。

　

  ２．適用予定日

  　平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期末から適用

　

  ３．当該会計基準等の適用による影響

　  連結財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中です。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 729百万円 2,321百万円

　　

２　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形裏書譲渡高 79百万円 60百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（洗替法による戻入額相殺

　　後）が売上原価に含まれています。　　 

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

△117百万円 △62百万円

　　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

荷造運賃 1,403百万円 1,544百万円

輸出諸費用　 1,585 1,642

給与手当等　 3,517 3,764

貸倒引当金繰入額　 4 3

役員賞与引当金繰入額 53 53

退職給付費用 237 247

役員退職慰労引当金繰入額　 0 －

製品保証引当金繰入額　 761 2,401

　

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

6,283百万円 6,853百万円

　

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具　 17百万円 299百万円

工具、器具及び備品　 2 8

建設仮勘定　 － 18

計 20 324

　

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び運搬具　 1百万円 1百万円

工具、器具及び備品　 0 0

計 1 1

　

※６　固定資産廃棄損の内容は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び構築物　 6百万円 7百万円

機械装置及び運搬具　 27 51

工具、器具及び備品 1 1
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前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建設仮勘定　 23 －

計 58 60

　

※７　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

場所 用途 種類

長野県東御市鞍掛　 遊休資産 土地、建設仮勘定、構築物　

　当社グループは、原則として、事業用資産については部及び工場を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。

　長野県東御市鞍掛の新工場建設再延期の決定に伴い、当該資産は将来の用途が定まっていない場合に該当したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（146百万円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、土地82百万円、建設仮勘定58百万円及び構築物6百万円となります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については不動産鑑定評価額によ

り、建設仮勘定及び構築物は備忘価額により評価しています。

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　

場所 用途 種類

長野県東御市鞍掛　 遊休資産 土地　

　当社グループは、原則として、事業用資産については部及び工場を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。

　新工場建設再延期の決定を行った長野県東御市鞍掛の土地の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（84百万円）として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額により評価しています。　
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 220百万円 1,751百万円

組替調整額 － －

　税効果調整前 220 1,751

　税効果額 378 △615

　その他有価証券評価差額金 598 1,136

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 △3,913 5,293

組替調整額 － －

　税効果調整前 △3,913 5,293

　税効果額 － －

　為替換算調整勘定 △3,913 5,293

持分法適用会社に対する持分相当額： 　 　

当期発生額 94 88

組替調整額 67 205

　持分法適用会社に対する持分相当額 161 293

　　　その他の包括利益合計 △3,154 6,722
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 65,452 － － 65,452

合計 65,452 － － 65,452

自己株式 　 　 　 　

普通株式 （注） 535 327 105 757

合計 535 327 105 757

（変動事由の概要）

当連結会計年度増加株式数の内訳は、次のとおりです。

取締役会決議に基づく取得による増加 327千株

単元未満株式の買取りによる増加 0千株

当連結会計年度減少株式数の内訳は、次のとおりです。

ＥＳＯＰに基づく給付による減少 103千株

持分法適用除外による減少 2千株

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年４月27日

取締役会
普通株式 779 12 平成23年３月31日平成23年６月20日

平成23年10月27日

取締役会
普通株式 776 12 平成23年９月30日平成23年11月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年４月26日

取締役会
普通株式 776 利益剰余金 12平成24年３月31日平成24年６月18日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式     

普通株式 65,452 － － 65,452

合計 65,452 － － 65,452

自己株式     

普通株式 （注） 757 － 117 640

合計 757 － 117 640

（変動事由の概要）

当連結会計年度減少株式数の内訳は、次のとおりです。

ＥＳＯＰに基づく給付による減少 117千株

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年４月26日

取締役会
普通株式 776 12 平成24年３月31日平成24年６月18日

平成24年10月29日

取締役会
普通株式 1,166 18 平成24年９月30日平成24年11月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年４月25日

取締役会
普通株式 1,167利益剰余金 18平成25年３月31日平成25年６月17日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 27,991百万円 26,943百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △595　 △794　

有価証券勘定の内短期投資 6　 182　

現金及び現金同等物 27,402　 26,331　
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（リース取引関係）

（借主側）　

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

(ア）有形固定資産

主として、研究開発における設備（工具、器具及び備品）です。

(イ）無形固定資産

ソフトウエアです。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 69 62 7

工具、器具及び備品 89 83 6

その他無形固定資産 11 10 1　

合計 169 155 14　

　

（単位：百万円）

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 14 14 0

合計 14 14 0　

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 14 0

１年超 0 －

合計 14　 0　

（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　

前連結会計年度

（自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日）

支払リース料 38 14

減価償却費相当額 38 14
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(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

１年内 68 93

１年超 472 573

合計 541 666
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針　

　当社グループは、ブレーキシステム等自動車部品及び関連する設備等の製造・販売事業を行うために設備投

資を実施していますが、所要資金は主として営業活動から得られる資金によってまかなっており、株式または

社債の発行による資金調達は行っていません。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しています。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、グローバルに事業を展開

していることから生じている外貨建営業債権は、為替変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予

約を利用しています。

　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、６ヶ月以内の支払期日です。　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程等に従い、営業債権及び長期貸付金について、主として営業部門が主要取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っています。連結子会社についても、当社の与信管理規程等に準じて、同様の管理を

行っています。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほと

んどないと認識しています。　

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建の営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為

替予約を利用しています。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた管理規程に従い、担当部署が決

済責任者の承認を得て行っています。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しています。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれていません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 27,991 27,991 －

(2）受取手形及び売掛金 25,552 25,552 －

(3）有価証券及び投資有価証券 14,272 14,272 －

　資産計 67,815 67,815 －

 支払手形及び買掛金 18,913 18,913 －

　負債計 18,913 18,913 －

 デリバティブ取引(※) (97)　 (97)　 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しています。
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 26,943 26,943 －

(2）受取手形及び売掛金 26,072 26,072 －

(3）有価証券及び投資有価証券 17,192 17,192 －

　資産計 70,206 70,206 －

 支払手形及び買掛金 20,177 20,177 －

　負債計 20,177 20,177 －

 デリバティブ取引(※) (113)　 (113)　 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しています。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっています。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格により算定し、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格により算定し、公社債投資信託は取引金融機関から提示された価格により算定

しています。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご

参照下さい。

負　債

支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっています。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）　

区分 
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度

（平成25年３月31日） 

非上場株式等 1,044 2,681

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めていません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 27,991 － － －

受取手形及び売掛金 25,552 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券    　

　(1) 国債・地方債等 － － － －

　(2) 社債 － － － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

(1) 債券（社債） － － － －

(2) その他 － － － －

合計 53,543 － － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 26,943 － － －

受取手形及び売掛金 26,072 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券 　 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 － － － －

　(2) 社債 － － － －

その他有価証券のうち満期

があるもの
　 　 　 　

(1) 債券（社債） － － － －

(2) その他 － － － －

合計 53,015 － － －
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）　

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）　

　該当事項はありません。

　

２．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成24年３月31日）　

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）　

　該当事項はありません。

　

３．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表

　計上額（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 11,251 1,802 9,450

(2) 債券　 　 　 　

  ①　国債・地方　

　　　債等
－ － －

　②　社債　 － － －

　③　その他　 － － －

(3) その他 － － －

小計 11,251 1,802 9,450

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 15 16 △1

(2) 債券 　 　 　

  ①　国債・地方

　　  債等　
－ － －

　②　社債　 － － －

　③　その他 － － －

(3) その他 3,006 3,006 －

小計 3,021 3,022 △1

合計 14,272 4,824 9,448

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　315百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。　
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表

　計上額（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 13,009 1,823 11,186

(2) 債券　 　 　 　

  ①　国債・地方　

　　　債等
－ － －

　②　社債　 － － －

　③　その他　 － － －

(3) その他 － － －

小計 13,009 1,823 11,186

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 0 1 △0

(2) 債券 　 　 　

  ①　国債・地方

　　  債等　
－ － －

　②　社債　 － － －

　③　その他 － － －

(3) その他 4,182 4,182 －

小計 4,183 4,183 △0

合計 17,192 6,006 11,186

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　360百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

　

４．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）　

（１）株式　 0 0 －

（２）債券 　 　 　

　①　国債・地方債等 － － －

　②　社債　 － － －

　③　その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 0 0 －

　

　

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

有価証券報告書

 61/100



（デリバティブ取引関係）

　１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　通貨関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）

区分 　取引の種類
契約額等

（百万円）　

契約額等のうち

１年超

（百万円）

時価

（百万円）　

評価損益

（百万円）　

市場取引以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　 米ドル 1,628　 －　 (97)　 (97)　

合計 1,628　 －　 (97)　 (97)　

(注）時価の算定方法

取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。　

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 　取引の種類
契約額等

（百万円）　

契約額等のうち

１年超

（百万円）

時価

（百万円）　

評価損益

（百万円）　

市場取引以外の取引

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　 米ドル 2,707　 －　 (113)　 (113)　

合計 2,707　 －　 (113)　 (113)　

(注）時価の算定方法

取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。

　

　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　該当事項はありません。 

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社の一部については、確定給付企業年金制度を設けています。また、海外連結子会社の

一部については、退職一時金制度を設けています。

　また、当社及び国内連結子会社の一部については、総合設立型厚生年金基金制度を設けています。要拠出額を

退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

　

(1）制度全体の積立状況に関する事項
 前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

年金資産の額 140,752百万円 　 140,010百万円

年金財政計算上の給付債務の額 163,336 　 164,426

差引額 △22,584 　 △24,416

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

前連結会計年度    7.39％（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

当連結会計年度    6.94％（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）
  
(3）補足説明

  上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度21,755百万円、当連結会

計年度19,711百万円）及び不足金（前連結会計年度829百万円、当連結会計年度4,705百万円）です。本制度におけ

る過去勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、特別掛金を前連結

会計年度191百万円、当連結会計年度194百万円費用処理しています。

  なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

　

２．退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △7,797 △9,522 

(2）年金資産（百万円） 6,529 7,779 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △1,267 △1,743 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △71 311 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △50 145 

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △1,388 △1,287 

(7）前払年金費用（百万円） －  －  

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △1,388 △1,287 

　（注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用しています。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

退職給付費用（百万円） 1,345 1,344

(1）勤務費用（百万円） 1,234 1,235

(2）利息費用（百万円） 184 191

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △96 △105

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 56 56

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △33 △33

（注）　簡便法を採用している国内子会社及び海外子会社の一部の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計

　　  上しています。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

ポイント基準

　

(2）割引率

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

2.1％ 1.4％

（注）期首時点での計算において適用した割引率は2.1％でしたが、期末時点において再検討を行った結果、割引

　　　率の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断し、割引率を1.4％に変更しています。　

　

(3）期待運用収益率

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

1.25％ 1.25％

　

(4) 過去勤務債務の額の処理年数

　　７年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しています。）　

　

(5）数理計算上の差異の処理年数

　７年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。）
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

　 　 （百万円） （百万円）

繰延税金資産              

未実現たな卸資産売却益     391 495

未実現固定資産売却益     289 290

未払事業税     56 105

未払賞与     371 415

たな卸資産評価減損金算入超過額     127 110

一括償却資産損金算入超過額     21 29

製品保証引当金 　 286　 1,034

退職給付引当金     380 318

その他     613 1,670

繰延税金資産小計     2,533 4,466

評価性引当額     △384 △425

繰延税金資産合計     2,149 4,041

繰延税金負債              

土地圧縮積立金     △40 △40

その他有価証券評価差額金     △3,271 △3,886

その他     △367 △1,622

繰延税金負債合計     △3,677 △5,548

繰延税金負債の純額     △1,528 △1,507

 　    

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

ます。

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

  （百万円）  （百万円）

流動資産－繰延税金資産  1,479  2,489

固定資産－繰延税金資産  133  186

流動負債－繰延税金負債  －  －

固定負債－繰延税金負債  △3,140  △4,182

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

  （％）  （％）

法定実効税率  40.15  37.52

（調整）           

在外子会社の適用税率差異  △3.51  △1.87

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △10.16  △10.47

研究開発減税等  △1.22  △4.16

外国税額  0.29  1.10

評価性引当額の増加  0.72  2.12

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正　 　 1.01 　 －

その他  1.46  0.30

税効果会計適用後の法人税等の負担率  28.74  24.54
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

「石綿障害予防規則」に基づく、建物除却時のアスベスト処理義務です。

　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

各資産の残存耐用年数に対応する国債の利率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

　

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

　

前連結会計年度

（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

期首残高 49百万円 49百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 － △3

その他増減額（△は減少） － －

期末残高 49 46
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社は、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が資源配分の意思決定及び業績評価をするために、定期的に

検討を行う対象として、生産・販売を基礎とした所在地別のセグメントから構成される、「日本」、「北米」、「アジ

ア」及び「南米・欧州」の４つを報告セグメントとしています。

各報告セグメントでは、主にブレーキシステム等自動車部品の製造・販売をしています。

また、各々の現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開していま

す。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。また、セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場実勢価格

に基づいています。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 45,228 32,668 65,073 16,129 159,098

セグメント間の

内部売上高又は振替高
33,816 149 4,103 68 38,136

計 79,043 32,818 69,176 16,197 197,234

セグメント利益 393 251 7,227 1,346 9,217

セグメント資産 85,609 18,685 47,862 10,899 163,054

その他の項目                     

減価償却費 2,800 1,514 3,266 816 8,396

持分法適用会社への

投資額
913 － － － 913

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,930 3,112 5,609 757 11,408

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 44,481 44,746 71,018 14,007 174,252

セグメント間の

内部売上高又は振替高
38,148 287 3,785 55 42,274

計 82,628 45,032 74,803 14,062 216,526

セグメント利益又は

損失（△）
2,200 773 6,553 △96 9,430

セグメント資産 90,482 22,609 55,839 9,988 178,918

その他の項目                     

減価償却費 1,834 1,322 3,826 667 7,648

持分法適用会社への

投資額
445 － 693 － 1,138

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,220 1,962 7,545 456 12,182
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　４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 　　　　 

　 　 （単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 197,234 216,526

セグメント間取引消去 △38,136 △42,274

連結財務諸表の売上高 159,098 174,252
　

　 　 （単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 9,217 9,430

セグメント間取引消去 257 △668

連結財務諸表の営業利益 9,474 8,762
　　

　 　 （単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 163,054 178,918

セグメント間取引消去等 △26,139 △26,537

連結財務諸表の資産合計 136,915 152,381
　
　

　 （単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計　 調整額 連結財務諸表計上額

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

減価償却費 8,396 7,648 △245 △225 8,151 7,424

持分法適用会社への

投資額
913 1,138 △209 △150 704 988

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
11,408 12,182 △132 △210 11,276 11,972

　

　　５．報告セグメントの変更等に関する事項

　　(有形固定資産の減価償却方法の変更)

　従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、主として定率法（ただし、

当社及び国内連結子会社が平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっ

ていましたが、当連結会計年度より、当社、NISSIN BRAKE OHIO, INC.及びNISSIN BRAKE GEORGIA, INC.について、定額法

に変更しました。

　長野県東御市の新工場建設構想の再延期及び円高に伴う生産体制の見直し並びに北米での汎用機械を主体とした生産

体制への移行を契機に、今後の有形固定資産の設備投資の内容及び使用状況等を検討した結果、有形固定資産は長期安

定的に使用していく見通しであることが確認されました。したがって、耐用年数にわたり均等償却により費用配分を行

うことが有形固定資産の実態をより適切に反映できるものと判断し、従来の償却方法を見直し、定額法を採用すること

にしました。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益が、それぞれ「日本」セグメント

で565百万円、「北米」セグメントで596百万円増加しています。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 （単位：百万円）
 四輪 二輪 メカトロ その他 合計

外部顧客への売上高 61,238 57,334 26,022 14,504 159,098

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 （単位：百万円）
日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

45,228 32,668 65,073 16,129 159,098
（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

　

(2）有形固定資産

 （単位：百万円）
日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

17,193 7,450 14,197 2,962 41,802

　

３．主要な顧客ごとの情報

 （単位：百万円）
顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名
本田技研工業㈱ 31,432 日本

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 （単位：百万円）
 四輪 二輪 メカトロ その他 合計

外部顧客への売上高 74,080 52,846 33,630 13,696 174,252

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 （単位：百万円）
日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

44,102 44,734 70,898 14,518 174,252
（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

　

(2）有形固定資産

 （単位：百万円）
日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

16,779 9,340 19,718 2,884 48,721

　

３．主要な顧客ごとの情報

 （単位：百万円）
顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名
本田技研工業㈱ 28,481 日本
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

減損損失　 146　 －　 －　 －　 146　

　

　　　当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 日本 北米 アジア 南米・欧州 合計

減損損失　 84　 －　 －　 －　 84　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりです。

 （単位：百万円）　

 日本 北米 アジア 南米・欧州 全社・消去 合計

当期償却額 2 － 0 － － 2
当期末残高 3 － 0 － － 3

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

　なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下

のとおりです。

 （単位：百万円）　

 日本 北米 アジア 南米・欧州 全社・消去 合計

当期償却額 2 － 0 － － 2
当期末残高 1 － － － － 1

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　　関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　　　　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

その他

の関係

会社

本田技研

工業㈱

東京都

港区
86,067

自動車等の

製造販売

（被所有）

直接 35.1

当社の製品の販

売
製品の販売 31,432売掛金　 5,862

 

　　　　当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

その他

の関係

会社

本田技研

工業㈱

東京都

港区
86,067

自動車等の

製造販売

（被所有）

直接 35.0

当社の製品の販

売
製品の販売 28,481売掛金　 3,345

　　　　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、期末残高については消費税等を含めています。

２．取引条件ないし取引条件の決定方法

取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定して

います。

 

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額　 1,311円89銭 1,437円99銭

１株当たり当期純利益金額 66円11銭 76円03銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 4,278 4,924

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 4,278 4,924

期中平均株式数（千株） 64,705 64,758

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。　

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

有価証券報告書

 71/100



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,468 2,304 1.30 －

１年以内に返済予定の長期借入金 8 6 1.53 －

１年以内に返済予定のリース債務 267 220 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 550 969 1.00平成26年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 84 57 － 平成26年～30年

その他有利子負債 － － － －

合計 3,376 3,556 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 306 663 － －

リース債務 9 21 19 9

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しています。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 44,285 86,507 129,357 174,252

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
4,034 5,797 8,701 10,205

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
2,090 2,920 4,422 4,924

１株当たり四半期（当期）

純利益金額(円)
32.30 45.11 68.30 76.03

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）　
32.30     12.82 23.19 7.74
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,096 14,374

受取手形 10 121

売掛金 ※1
 18,859

※1
 16,785

有価証券 3,000 4,000

商品及び製品 1,345 1,187

仕掛品 1,178 884

原材料及び貯蔵品 2,265 2,094

前払費用 30 25

繰延税金資産 878 1,717

未収入金 ※1
 1,146

※1
 1,321

未収消費税等 245 257

関係会社短期貸付金 150 941

その他 3 33

流動資産合計 41,205 43,739

固定資産

有形固定資産

建物 9,282 9,340

減価償却累計額 △6,305 △6,448

建物（純額） 2,977 2,892

構築物 1,539 1,661

減価償却累計額 △1,266 △1,305

構築物（純額） 273 356

機械及び装置 36,797 36,178

減価償却累計額 △31,564 △31,156

機械及び装置（純額） 5,233 5,022

車両運搬具 139 146

減価償却累計額 △123 △121

車両運搬具（純額） 16 25

工具、器具及び備品 8,387 8,627

減価償却累計額 △8,081 △8,148

工具、器具及び備品（純額） 306 479

土地 4,585 4,501

リース資産 142 149

減価償却累計額 △90 △119

リース資産（純額） 52 30

建設仮勘定 820 821

有形固定資産合計 14,263 14,127

無形固定資産

ソフトウエア 341 282

ソフトウエア仮勘定 260 719

リース資産 1 －

その他 12 12

無形固定資産合計 614 1,012
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,736 2,240

関係会社株式 19,339 21,450

出資金 0 0

関係会社出資金 5,364 5,364

関係会社長期貸付金 1,544 580

その他 674 674

貸倒引当金 △37 －

投資その他の資産合計 28,621 30,308

固定資産合計 43,497 45,447

資産合計 84,702 89,186

負債の部

流動負債

支払手形 74 157

買掛金 ※1
 11,904

※1
 9,886

短期借入金 600 600

リース債務 28 9

未払金 ※1
 3,572

※1
 3,486

未払費用 936 1,037

未払法人税等 274 918

預り金 35 30

役員賞与引当金 23 28

製品保証引当金 761 2,756

その他 2 4

流動負債合計 18,208 18,913

固定負債

長期借入金 543 405

リース債務 24 20

繰延税金負債 2,818 3,559

退職給付引当金 935 635

資産除去債務 37 34

その他 235 211

固定負債合計 4,593 4,865

負債合計 22,802 23,779
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,694 3,694

資本剰余金

資本準備金 3,419 3,419

資本剰余金合計 3,419 3,419

利益剰余金

利益準備金 380 380

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 73 73

別途積立金 45,000 45,000

繰越利益剰余金 4,344 6,550

利益剰余金合計 49,797 52,003

自己株式 △1,047 △879

株主資本合計 55,864 58,237

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,037 7,173

繰延ヘッジ損益 － △3

評価・換算差額等合計 6,037 7,170

純資産合計 61,900 65,407

負債純資産合計 84,702 89,186
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 ※1
 77,895

※1
 81,459

売上原価

製品期首たな卸高 1,468 1,345

当期製品製造原価 ※4
 71,810

※4
 71,858

合計 73,278 73,204

製品期末たな卸高 1,345 1,187

製品売上原価 ※2
 71,933

※2
 72,017

売上総利益 5,962 9,442

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 5,646

※3, ※4
 7,432

営業利益 316 2,010

営業外収益

受取利息 ※1
 12

※1
 42

受取配当金 ※1
 2,775

※1
 3,142

為替差益 － 324

雑収入 217 148

営業外収益合計 3,003 3,656

営業外費用

支払利息 8 8

為替差損 109 －

アドバイザリー費用 49 －

支払補償費 － 293

雑支出 123 106

営業外費用合計 289 407

経常利益 3,030 5,259

特別利益

固定資産売却益 － ※5
 0

関係会社株式売却益 1,000 －

特別利益合計 1,000 0

特別損失

固定資産売却損 ※6
 0 －

固定資産廃棄損 ※7
 38

※7
 58

関係会社株式売却損 18 234

減損損失 ※8
 146

※8
 84

災害による損失 127 －

特別損失合計 329 375

税引前当期純利益 3,701 4,885

法人税、住民税及び事業税 630 1,419

法人税等調整額 67 △712

法人税等合計 698 708

当期純利益 3,003 4,177
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  48,916 67.9 49,242 68.6

Ⅱ　労務費  12,932 17.9 13,182 18.4

Ⅲ　経費 ※１ 10,245 14.2 9,342 13.0

当期総製造費用  72,093100.0 71,766100.0

期首仕掛品たな卸高  1,006 1,178 

合計  73,098 72,944 

期末仕掛品たな卸高  1,178 884 

他勘定振替高 ※２ 111 202 

当期製品製造原価  71,810 71,858 

      

原価計算の方法は、次のとおりです。

(1）製作機械治具

実際原価計算による個別原価計算

(2）その他

実際原価計算による組別総合原価計算

　

（注）※１．主な内訳は次のとおりです。

項目
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）　

減価償却費（百万円） 2,453　 1,473　

消耗工具器具備品費（百万円） 1,538　 1,194　

外注加工費（百万円） 2,243　 1,902　

　

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりです。

項目
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）　

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）　

建設仮勘定（百万円） 110　 80　

ソフトウエア仮勘定（百万円） －　 41　

その他（百万円） 1　 80　

合計（百万円） 111　 202　
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,694 3,694

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,694 3,694

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,419 3,419

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,419 3,419

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 △22 △29

利益剰余金から資本剰余金への振替 22 29

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 3,419 3,419

当期変動額

自己株式の処分 △22 △29

利益剰余金から資本剰余金への振替 22 29

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,419 3,419

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 380 380

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 380 380

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 68 73

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 6 －

当期変動額合計 6 －

当期末残高 73 73

別途積立金

当期首残高 43,000 45,000

当期変動額

別途積立金の積立 2,000 －

当期変動額合計 2,000 －

当期末残高 45,000 45,000
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

繰越利益剰余金

当期首残高 4,924 4,344

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 △6 －

剰余金の配当 △1,555 △1,942

別途積立金の積立 △2,000 －

当期純利益 3,003 4,177

利益剰余金から資本剰余金への振
替

△22 △29

当期変動額合計 △580 2,206

当期末残高 4,344 6,550

利益剰余金合計

当期首残高 48,372 49,797

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,555 △1,942

別途積立金の積立 － －

当期純利益 3,003 4,177

利益剰余金から資本剰余金への振替 △22 △29

当期変動額合計 1,426 2,206

当期末残高 49,797 52,003

自己株式

当期首残高 △765 △1,047

当期変動額

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 149 168

当期変動額合計 △281 168

当期末残高 △1,047 △879

株主資本合計

当期首残高 54,719 55,864

当期変動額

剰余金の配当 △1,555 △1,942

当期純利益 3,003 4,177

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 127 139

当期変動額合計 1,144 2,374

当期末残高 55,864 58,237
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 5,439 6,037

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

598 1,136

当期変動額合計 598 1,136

当期末残高 6,037 7,173

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △5 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

5 △3

当期変動額合計 5 △3

当期末残高 － △3

評価・換算差額等合計

当期首残高 5,434 6,037

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

603 1,133

当期変動額合計 603 1,133

当期末残高 6,037 7,170

純資産合計

当期首残高 60,153 61,900

当期変動額

剰余金の配当 △1,555 △1,942

当期純利益 3,003 4,177

自己株式の取得 △430 －

自己株式の処分 127 139

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 603 1,133

当期変動額合計 1,747 3,507

当期末残高 61,900 65,407
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

る。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品及び製品、仕掛品、原材料

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、なお、製

作機械等は個別法による原価法によっています。

(2）貯蔵品

　刃具及び工具等は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）、その他は最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっています。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産(リース資産を除く） 

定額法を採用しています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 31年～38年

機械及び装置 ９年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

　なお、自社利用のソフトウエアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。  

(3) リース資産 

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等については個

別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しています。

(3) 製品保証引当金

　製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との部品取引基本契約書に基づく特別の無償補修費用を個別に見

積り算出した額を計上しています。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費用処理

しています。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定

額法により按分した額を、その発生の翌事業年度から費用処理することとしています。        
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７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行っていま

す。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…先物為替予約取引

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権及び外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

　外貨建取引に対するリスクヘッジ手段としてのデリバティブ取引として、為替予約取引を行うものとしています。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省

略しています。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

税抜方式によっています。

　

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、主として定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっていましたが、当事業年度より、定額

法に変更しました。

長野県東御市の新工場建設構想の再延期及び円高に伴う生産体制の見直しを契機に、今後の有形固定資産の設備

投資の内容及び使用状況等を検討した結果、有形固定資産は長期安定的に使用していく見通しであることが確認さ

れました。したがって、耐用年数にわたり均等償却により費用配分を行うことが有形固定資産の実態をより適切に反

映できるものと判断し、従来の償却方法を見直し、定額法を採用することにしました。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益は565百万円、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ575百万円増加しています。

　

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「関係会社短期貸付金」は、資産の総額の100分の１

を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

財務諸表の組替えを行っています。　

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた153百万円は、「関係会社

短期貸付金」150百万円、「その他」３百万円として組み替えています。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産 　 　

売掛金 14,850百万円 12,192百万円

未収入金 891 1,108

流動負債 　 　

買掛金 1,174 908

未払金 65 70

　　

２　保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。

 債務保証　　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

NISSIN BRAKE GEORGIA, INC（借入債務）　 －百万円 564百万円

NISSIN R&D EUROPE S.L.U.（借入債務） － 171

NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD.（借入債務）243 102

山東日信工業有限公司（借入債務） － 61

NISSIN SHOWA UK LTD. （現 SHOWA UK LTD.)

（借入債務）
　　　322 －

計 565 898

　

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれています。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社への売上高 65,655百万円 66,631百万円

関係会社からの受取利息 7 35

関係会社からの受取配当金 2,712 3,081

　

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（洗替法による戻入額相殺

後）が売上原価に含まれています。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

△134百万円 △47百万円

　

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度53％、当事業年度62％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度47％、当事業年度38％です。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

荷造運賃 836百万円 798百万円

輸出諸費用 1,390 1,399

製品保証引当金繰入額 761 2,401

給与手当等 1,360 1,444

退職給付費用 171 171

役員賞与引当金繰入額 23 28

役員報酬 278 285

減価償却費 19 12
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※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

5,977百万円 6,433百万円

　　

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

車両運搬具 －百万円 0百万円

計 － 0

　

※６　固定資産売却損の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

車両運搬具 0百万円 －百万円

計 0 －

　

※７　固定資産廃棄損の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物 2百万円 7百万円

機械及び装置 11 50

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 1 1

建設仮勘定 23 －

計 38 58

　

※８　減損損失

前事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

長野県東御市鞍掛 遊休資産 土地、建設仮勘定、構築物

当社は、原則として、事業用資産については部及び工場を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っています。

当事業年度において、長野県東御市鞍掛の新工場建設再延期の決定に伴い、当該資産は将来の用途が定まってい

ない場合に該当したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（146百万円）として特別損

失に計上しました。その内訳は、土地82百万円、建設仮勘定58百万円及び構築物6百万円となります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については不動産鑑定評価額に

より、建設仮勘定及び構築物は備忘価額により評価しています。

　

当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

長野県東御市鞍掛 遊休資産 土地

当社は、原則として、事業用資産については部及び工場を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っています。

新工場建設再延期の決定を行った長野県東御市鞍掛の土地の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（84百万円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額により評価しています。　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式 529 327 103 753

合計 529 327 103 753

（変動事由の概要）

当事業年度増加株式数の内訳は、次のとおりです。
取締役会決議に基づく取得による増加 327千株
単元未満株式の買取りによる増加 0千株

当事業年度減少株式数の内訳は、次のとおりです。

ＥＳＯＰに基づく給付による減少 103千株
　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式 753 － 117 636

合計 753 － 117 636

（変動事由の概要）

当事業年度減少株式数の内訳は、次のとおりです。

ＥＳＯＰに基づく給付による減少 117千株
　

（リース取引関係）

（借主側）　

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

(ア）有形固定資産

主として、研究開発における設備（工具、器具及び備品）です。

(イ）無形固定資産

ソフトウエアです。

②  リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。　

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　
前事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 89 83 6

ソフトウエア 2 1 0

合計 90 84 6　

　

（単位：百万円）

　
当事業年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 － － －

ソフトウエア － － －

合計 － － －　

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。
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(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 6 －

１年超 0 －

合計 6　 －　

（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

支払リース料 23 6

減価償却費相当額 23 6

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

１年内 1 1

１年超 3 2

合計 4 3

　

（有価証券関係）

  子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式10,356百万円、関連会社株式11,093

百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,025百万円、関連会社株式10,313百万円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産           

未払事業税  53百万円  103百万円

未払賞与  351  389

たな卸資産評価減損金算入超過額  127  110

一括償却資産損金算入超過額  19  26

製品保証引当金  286  1,034

退職給付引当金  345  223

その他  575  623

繰延税金資産小計  1,756  2,509

 　評価性引当額  △384  △425

繰延税金資産合計  1,372  2,084

繰延税金負債           

土地圧縮積立金  △40  △40

その他有価証券評価差額金  △3,271  △3,886

その他  △2  △2

繰延税金負債合計  △3,312  △3,927

繰延税金負債の純額  △1,940  △1,843

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

  
前事業年度

（平成24年３月31日）
 

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率  40.15％  37.52％

（調整）     

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △27.23  △21.88

  研究開発減税  △3.27  △4.16

  外国税額  0.78  1.10

  交際費等永久に損金に算入されない項目  0.65  0.55

  評価性引当額の増加  1.92  2.12

  税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 2.70  －

  その他  3.16  △0.76

税効果会計適用後の法人税等の負担率  18.86  14.49
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　　  「石綿障害予防規則」に基づく、建物除却時のアスベスト処理義務です。

　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　    各資産の残存耐用年数に対応する国債の利率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。　　

　

ハ　当該資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

前事業年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）　　

当事業年度

（自　平成24年４月１日

　　至　平成25年３月31日）　　

期首残高 37百万円 37百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 0 0

資産除去債務の履行による減少額 － △3

その他増減額（△は減少） － －

期末残高 37 34

　

（１株当たり情報）

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 956円75銭 1,009円13銭

１株当たり当期純利益金額 46円40銭 64円50銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 3,003 4,177

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 3,003 4,177

期中平均株式数（千株） 64,710 64,762

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価

証券

その他有価

証券

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

トヨタ自動車㈱ 117,100　 569

ダイハツ工業㈱ 223,739　 437　

日本梱包運輸倉庫㈱ 254,000　 373

㈱八十二銀行 398,000　 226

㈱ホンダエレシス 2,100　 105　

いすゞ自動車㈱ 182,930　 102

P.T.ASAMA INDONESIA MFG. 565 53

大信産業㈱ 500,000 50　

DAISIN CO., LTD. 12,500　 40

川崎重工業㈱ 124,000 37　

その他(21銘柄) 1,789,016 206

計 3,603,950 2,197

【その他】

有価証券
その他有価

証券

 種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

譲渡性預金(１銘柄） 1 2,000

追加型公社債投資信託（１銘柄） 1 2,000

投資有価

証券

その他有価

証券
投資事業組合出資（１銘柄） 1 42

計 3 4,042
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 9,282 79 21 9,340 6,448 163 2,892

構築物 1,539 123 1　 1,661 1,305 40 356

機械及び装置 36,797 922 1,541 36,178 31,156 1,083 5,022

車両運搬具 139 16 9 146 121 7 25

工具、器具及び備品 8,387 394 154 8,627 8,148 220 479

土地 4,585 －
84

(84)　
4,501 － － 4,501

リース資産 142 6 － 149 119 28 30

建設仮勘定 820 1,535 1,534　 821 － － 821

有形固定資産計 61,692 3,076
3,344

(84)　
61,424 47,297 1,542 14,127

無形固定資産        

ソフトウエア 801 77 － 878 596 136 282

ソフトウエア仮勘定 260 481 22 719 － － 719

リース資産 5 － － 5 5 1 －

その他 13 － － 13 2 0 12

無形固定資産計 1,079 557 22 1,615 603 137 1,012

１．機械及び装置の当期増加額のうち主なものは、四輪車用部品の生産設備です。

２．機械及び装置の当期減少額のうち主なものは、四輪車用部品の生産設備です。

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額です。　

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 37 － － 37 －

役員賞与引当金 23 28 23 － 28

製品保証引当金 761 2,416 406 15 2,756

１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収による戻入額です。

２．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は、特別の無償補修の終了による戻入額です。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

普通預金 12,489

外貨預金 1,846

その他 38

小計 14,374

合計 14,374

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

エントラスト㈱　 111

㈱平井 9

㈱M-TEC 2

合計 121

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成25年４月 65

５月 36

６月 21

合計 121

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

本田技研工業㈱ 3,345

NISSIN BRAKE OHIO, INC. 2,746

中山日信工業有限公司 1,924

NISSIN BRAKE（THAILAND) CO., LTD.　 1,340

川崎重工業㈱　 1,067

その他 6,363

合計 16,785
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

当期末残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

18,859 88,249 90,323 16,785 84.3 73.7

　（注）　当期発生高には、消費税等を含んでいます。

ニ．商品及び製品

品目 金額（百万円）

四輪車用部品 781

二輪車用部品 343

その他 62

合計 1,187

　　　　ホ．仕掛品

品目 金額（百万円）

四輪車用部品 318

二輪車用部品 310

その他 256

合計 884

ヘ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

買入部品 1,469

材料 57

貯蔵品 569

合計 2,094
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②　固定資産

イ．関係会社株式

会社名 金額（百万円）

本田技研工業㈱ 11,062

NISSIN BRAKE INDIA PRIVATE LTD. 3,470

NISSIN BRAKE OHIO, INC. 2,352

NISSIN BRAKE DE MEXICO, S.A. DE C.V.　 1,331

NISSIN BRAKE GEORGIA, INC. 1,019

その他 2,217

合計 21,450

ロ．関係会社出資金

会社名 金額（百万円）

中山日信工業有限公司 2,251

NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA. 1,894

山東日信工業有限公司 878

NISSIN BRAKE VIETNAM CO., LTD. 337

NISSIN R&D EUROPE S.L.U.　 6

合計 5,364
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③　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

北野建設㈱ 89

旭技販㈱ 57

オイレス工業㈱ 5

㈱杉山製作所 5

合計 157

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成25年４月 57

６月 5

７月 94

合計 157

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱池田製作所 1,026

NOK㈱ 543

日清紡ブレーキ㈱ 535

㈱フコク 454

㈱タツミ 437

その他 6,891

合計 9,886

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 （特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　

株主名簿管理人
株主名簿管理人においては取り扱っていません。

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他の

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

当社の公告掲載URLは次のとおり。

http://www.nissinkogyo.co.jp/investors/index.html

株主に対する特典

毎年３月31日及び９月30日現在の株主名簿に記載された300～999株所有の

株主に対し、3,000円相当、1,000株以上所有の株主に対し、5,000円相当の商

品を贈呈。

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主割当てによる募集株式

及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有していません。

　　　２．当社の株主名簿管理人は以下のとおりです。

　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第59期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月18日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　平成24年６月18日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第60期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月９日関東財務局長に提出

（第60期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月９日関東財務局長に提出

（第60期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月８日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成24年６月19日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書です。

平成25年２月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書です。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成２５年６月１３日

日信工業株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 白羽　龍三　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢定　俊博　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日信工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日信工

業株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び北米連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方

法を、当連結会計年度より変更している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日信工業株式会社の平成２５

年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、日信工業株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しています。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

有価証券報告書

 99/100



独立監査人の監査報告書

  平成２５年６月１３日

日信工業株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 白羽　龍三　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢定　俊博　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日置　重樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日信工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日信工業株

式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
　

強調事項

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法を、当事業年度より

変更している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しています。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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